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アジアの家庭委託(里親制度)の現状と国際フォスターケア機構IFCOの役割
아시아 가정위탁의 상황과 IFCO의 역할
The Situation of Foster Care of Asia and the Role of IFCO, by Dr. Kang  Soon-Won
2008, 9, 6  日韓フォスターケア（里親）フォーラム2008江別
IFCO理事、前韓国フォスターケア協会会長、
韓信大学校教育学部教授　姜淳媛（カン・スンウォン）
IFCO 이사, 한국수양부모협회 전 회장, 
한신대학교 교수　강순원
（仮訳：北海道　中兼正次）
　最近、子どもを取り巻く環境を整えようとの関心が世界的に高まっているが、それは韓国や日本では極端に低いと言われている。すなわち、少子化現象による中産階級家庭での子どもの過保護(小皇帝病)が一方でなされる反面、他の一方では親の適当な保護を受けられない子どもが、物理的虐待やネグレクトなどの極端な児童人権蹂躙環境におかれているのが実情である。特に、社会的に放置され易い環境におかれた貧困層の子どもを、どのように保護、管理、支援することが最善なのかに関する論議は、社会的に広がらず、児童のための活動家の間でのみ語られ代案が示されているというレベルに留まっていることは、遺憾である。今日の場では特に、親の保護を受けられない児童について、家庭委託（里親への委託）よりも児童施設を中心とする代案が主にとられているという点について、新しい方向をともに考えていきたい。
１、家庭委託の重要性
　世界的に家庭委託は、放置されるしかない児童に対する代案的養育活動(alternative care)と見なされている。一般的に、親と子で構成された家庭が望ましいと言われている。けれども、様々な理由のためにそれができない家庭、また最近家族の区分の社会的な考え方の変化によって、必ずしも親子で構成された家族だけを望ましい家族の単位とは呼ばれなくなってきている。
　東洋では昔から、大家族(拡大家族)の枠の中で、親と一緒に暮らせない児童に対する親族養育(Kinship Care)が慣行的であった。これは他の国、特にまだ家庭委託が制度化されていない国々においても、主な流れであると報告されている。しかし、親族への委託は一つの代案とはなりうるものの、それができない子どもの場合には、他の代案が必要である。こうした点から、親族への委託を含んで、一般家庭への委託の必要性と、そこから発生する問題点をあらかじめ整理して、各社会ごとの家庭委託活動の事例を通して、包括的な家庭委託のモデルが開発できれば、社会的な民主化の流れとともに、家庭委託が対案的な家庭文化運動として普及することができるであろう。
　けれども、家庭委託に対する社会的・文化的拒否感は、まだ相当強い。例えば韓国社会では、家父長制度が廃止されたとしても、血統に対する強い執着心と、社会的支援体制の未整備などのために、家庭委託はすなわち養子縁組と誤解されている。自分が食べていけないのに、他人の子どもの面倒までどうして苦労して引き受けるのかと、自分の家庭を中心に考える人が多いので、家庭委託はその概念さえも、まだあまり広報されていないのが実情である。しかも、急速な核家族化と都市化、アパート生活化のために、一つのアパートの中で異質な様々な構成員が共に生きていくことの困難は、非常に大きい。それによって、以前とは違って、玄関の内側で異なる家族が一緒に暮らさなければならないという家庭委託は、難しく感じられるものである。
　それにもかかわらず、様々な理由のために親と一緒に暮らせない子どもを、この社会がどうやって養育していくのが良いのか、一緒に検討していくべきである。
　私達の社会が急速に変化と発展する過程から、相変わらず子どもは、親の保護の下でその生活ができるように考えてきた。その結果、朝鮮戦争中に親を失った数多くの孤児達、そしてその後の婚外子などが、海外へ国際養子に行く流れが続いた。同時に、多くの子どもが大規模な児童保護施設である孤児院にゆだねられた。今でも、大規模の児童施設は婚外子の児童を保護する最も代表的な児童福祉機関として認知されているのが事実で、その予算規模が最も大きい。
すでに先進国では、大規模児童保護施設が持つ問題点を改善するため、それをグループホームや家庭委託に代替してきたが、我が国をはじめとするアジア諸国では、相変わらず放置児童に対しては児童養護施設での保護管理が主流な政策となっている。家庭委託が放置児童保護に対する完壁な対案であるとまでは言えないが、委託される里親(foster carer)に対する徹底的な研修と事後指導を行うのであれば、少なくとも家庭委託が大規模養護施設やグループホームよりも、より家庭親和的な望ましい児童保護政策であると言える。
　こうした点から家庭委託を、親の保護を受けられない子どもの人権を最善とする共同の努力と見るのであれば、すべての政策を、家庭委託の運営の中で子どもの最善の利益の観点によって成り立たせなければならない。
２、子どもの利益を最優先とする観点
　「子どもの権利条約」(International Convention of the Rights of Child，1990年)は、子どもに関する年令規定を18歳以下の児童、青少年と規定している。すべての政策決定過程と実施において、子ども、青少年の利益を最優先とすることを明示している。子ども、青少年の利益を最優先の利益とするという概念は、私達にとってとても新鮮なものである。通常、未成年として認識されている彼らに対する対策は、主に彼らは大人よりも劣った状態にあるものであると考え、成人である行政機関の担当者も機関の利益を守る観点に立っているのが一般的というのが現実である。今後も、子どもの利益を最優先とする観点を持つためには、すべての過程と手順において基本的な発想の転換をしなければならない。
　それにもかかわらず　要保護児童がぶつかる一般的な問題点を考えるとき、最善の代案が何かに対する意見の同意は可能と考えている。
　第一に、大部分の要保護児童は、一般的に、経済的危機のため、生存の基盤自体が脅威を受けている。したがって、物理的保護を行い得る代理機関が必要である。このようなレベルでは、一般的に、児童保護施設やグループホーム、家庭委託などのすべての機関での受入れは大きな問題にならない。ただ、大規模児童施設の場合、子どもに対する個別的な支援と保護が難しいという限界を持つため、ほとんどの先進諸国では、児童保護施設よりも家庭委託の方がより好まれている。
　第二に、ほとんどの要保護児童にとって、いろいろな理由のために家庭の社会的機能が損なわれており、どのような形態であっても、家庭親和的な環境を整えてあげることで、要保護児童が成長する過程において、「家族の中での会話」という自己機能を見て育つ必要がある。そのような点から、家庭委託は要保護児童の社会的統合のための社会化機能という点に、もっと焦点を当てる必要がある。兄弟間の付き合いや委託親・里親との対話、ひとつの家庭における意志の疎通など、社会化に必要ないろいろな役割と機能は、児童施設よりも委託家庭での方が、より一次的な触れ合いを通して形成できるからである。そのような点から、家庭委託は要保護児童に対する家庭親和的な代理保護を提供するという点で、「子どもが幸福な家庭を持つ権利」を間接的に保証してあげる措置である。
　第三に、すでに多くの報告書で指摘されているように、先進国、開発途上国において、児童施設における児童の人権侵害の事例が数多く発見されている。もちろん、児童の人権侵害の可能性と事例は、家庭委託での問題にもなりうる。しかし、一人の子どもが共同の生活空間にいて、個別的な差を認められないまま生活することの難しさの中で、一部の子どもは心理的困難を経験するのである。したがって、そのような問題を解決すれば、家庭委託が良い代案になると報告されている。家庭委託が出会う問題点を補完しさえすれば、家庭親和的な家庭委託は、子どもが持つ、身体的、精神的な保護を適切に受ける権利を保証してあげる最善の代案になりうるのではないか。
３、子どもの人権を最善にする家庭委託
　実際、異なる先進国においても、家庭委託が法的機能として制度化されたのは、それほど昔のことではない。ほとんど、２０～３０年の歴史の中で制度が定着されてきたものである。特に１９９０年代に、多くの国々で家庭委託が体系化され、法的、社会的支援システムが整えられた。そして、ソーシャルワーカー(social worker、私達の場合社会福祉司)が担当した家庭委託を、児童福祉司(child welfare worker)あるいは家庭委託活動家(foster care worker, foster carer) ＝里親などと名付けられた専門家が中心となって、児童福祉の一領域を担っている。そこで、韓国のように、その活動がまだ弱い段階にあるうちに国の政策が構築された場合、少なくとも次のようないくつかの問題点について、考慮しておかなければならない。
　第一に、家庭委託は、一次的に子どもの権利条約第20条の精神を徹底的に受け入れるという前提において、すべての政策が構成されるべきである。子どもの利益を最優先とする観点から、親からの保護を一時的あるいは永久的に失った子どもは誰でも、国が提供する特別な保護と支援を受ける権利を持つ。このような保護と支援においては、法的基礎により、子どもの宗教的、文化的、人種的、言語的な差を尊重する原則の上から、代理養育機関が決められなければならない。
　第二に、家庭委託に関連して、一次的責任者(stakeholder)である委託親と委託児童の関係に、より大きな関心と支援が行われなければならない。何よりも地域センターは、分散している委託家庭が、共同の努力と相互扶助を行い得るよう、配慮しなければならない。特に、委託親が、体系的な研修を通して、家庭委託の分野での委託親の姿勢・態度及び家庭運営の原則などについて熟知できるようにしなければならない。例えばアメリカのウィスコンシン州の場合、委託親は最低36時間の研修を受けて資格を得た場合にのみ、家庭委託活動を行う事ができる。また、委託家庭の適切な規模と経済活動の程度などを考慮して、委託家庭を選ぶようになっている。このような諸々の規定を、それぞれの国の状況に合うよう調整して、要保護児童が委託家庭で再び家庭を喪失することがないよう、最善の政策を樹立し、支援を行うべきである。
　第三に、二次的な責任を持つ機関である家庭委託支援センターの社会福祉司、担当公務員、そして中央省庁の政策担当者など、関連する責任者に、一次的研修と体系的な指導を行い得るようなシステムを構築しなければならない。家庭委託活動に反対する数多くの児童活動家の発想の転換がないまま、家庭委託事業を担当するとすれば、それはすべてにおいて不幸なことである。したがって、児童の人権を守る運動を行う市民団体や政府機関とともに、家庭委託活動は望ましい要保護児童の養育方法であるとPRし、努力するネットワークを整え、相互にモニタリングできるようにするべきである。そうして、私達の社会を民主化する対案的な家庭文化運動として、家庭委託活動を展開していくべきである。
　最後に、韓国のみならず、ほとんどのアジア諸国において、家庭委託活動に対する文化的な拒否反応が相当強いことについて述べる。親の保護を失った子どもに家庭親和的な環境を与えるためのアジア地域の連帯組織の必要性は非常に高い。国別の支援体制が弱く、文化的拒否反応があり、児童施設中心の保護体制を強いアジア諸国において、家庭委託は、個人的な努力と国ごとの努力だけでは不十分である。アジア地域での国際的協力体制により、アジア諸国の家庭委託の地位を高めるだけではなく、相互の互恵的関係の中で、持続的に関係の質を改善して行くことができる。
４、アジアの家庭委託の現状
　今のところ、アジア諸国の家庭委託についての客観的な情報も資料も整えられていない。国際フォスターケア機構IFCO（イフコ）では、ヨーロッパやアフリカなどでは、次第に、地域組織(regional organization)が整備されてきており、定期的に研修会や地域大会を開催しているが、アジア地域ではまだそうなっていない状況にある。2006年、韓国でアジア大会を一度開いたが、その後 IFCO理事を中心にアジア大会に関する議論を行ったものの、続く大会を計画できていない状態である。韓国で開かれたアジア大会で発表された、アジアの国別資料によると、児童施設での養育が主流であり、家庭委託はほとんど紹介もされていないか、されていても国によって奨励のされ方が異なる。
　依然として、ミャンマーを初めとして、タイなど多くのアジア諸国には、一次的な生存権すら保証されない状態に置かれた児童が数多い。国境付近の難民の子どもの問題は深刻である。特に中国には、「一人っ子政策」(one child policy)によって、戸籍を持たない「闇っ子」が相当数存在することが知られているが、中国政府はこれを公式に否定している。内戦による障害児と孤児が相当数存在する現実から、アジアの子どもに・対する国際的関心と支援が、何よりも待たれる。一日1ドル以下の生活に、・数多くのアジアの児童が置かれている問題は、・・矛盾する構造である。このように低い経済成長レベルと政治的不安定による内戦、そして社会的セーフティネットの未整備によって、児童は放置され、要保護施設の児童が大規模施設で集団で収容され管理されているのが、貧しいアジア諸国の状況である。したがって、このように困難状況を打開していかなければならない。
５、国際フォスターケア機構IFCOの役割
　IFCOは1981年に設立された、家庭委託（里子養育）の国際的連帯組織である。当時多くの主導的な役割を担っていたオランダ、イギリスなどの先進ヨーロッパ諸国が先頭に立って、委託児童が自分のアイデンティティを失わないまま、家庭で幸福な人生を楽しむ権利を保証するという趣旨で、家庭委託をPRして、発展を図って、里親同士のネットワークを活発にして、人生の質を向上するというのが IFCOの目的である。それから、創立の趣旨に沿って2年ごとに開かれる世界大会を通して、国家間、個人間、あるいは機関の間で情報と知識を交換し、関係する当事者達に対する研修を組織し、支援する事業を展開してきた。研究と出版を通して、家庭委託のレベルを高めようと努力してきた。現在 IFCOは、国連UNの 子どもの権利委員会CRCの委員の一つとして、児童の権利に関する牽制と監視と支援のための役割を与えられている。 www.ifco.org のサイトを見れば、IFCOの多様な活動と研修資料、そして2009年にアイルランドのダブリンで開かれる第19回世界大会に関する案内を読むことができる。
　アジアからは、現在3名の理事が選任されており、彼らが中心となってアジアの地域組織を発展させるよう期待されてはいるが、これまでのところ、あまり進展していないのが実情である。アジア諸国の国家の活性化、そして日本や韓国など、いわゆる経済的な先進国に入った国でさえ、家庭委託の地位が低いため、アジアの地域組織の枠組みを作ることは容易でない。したがって、日本と韓国が家庭委託の活性化のため、アジア地域における歴史的な課題をともに改革して行くことを希望したい。
仮訳者からの参考資料：
　○「子どもの権利条約」
　　　　1990年発効、韓国は同年加入（署名の手続きをしないで、すぐに条約を受け入れること）。1991年　署名をして批准。日本は1994年世界で158番目に批准。 「子どもの権利条約」の柱＝①生きる権利、②守られる権利、③育つ権利、④参加する権利。http://www.unicef.or.jp/about_unicef/about_rig.html

　○「子どもの権利条約」第20条
　   1. 一時的若しくは恒久的にその家庭環境を奪われた児童又は児童自身の最善の利益にかんがみその家庭環境にとどまることが認められない児童は、国が与える特別の保護及び援助を受ける権利を有する。
  　 2. 締約国は、自国の国内法に従い、１の児童のための代替的な監護を確保する。
   　3. 2 の監護には、特に、里親委託、イスラム法のカファーラ、養子縁組又は必要な場合には児童の監護のための適当な施設への収容を含むことができる。解決策の検討に当たっては、児童の養育において継続性が望ましいこと並びに児童の種族的、宗教的、文化的及び言語的な背景について、十分な考慮を払うものとする。

韓国(大邱＝テグ)の家庭委託保護事業

한국(대구)의 가정위탁보호사업
The Foster Care of Daegoo, by Ms. Kim Young-Ja
2008, 9, 6  日韓フォスターケア（里親）フォーラム2008江別

                                     大邱（テグ）広域市家庭委託支援センター　所長　金英子（キム・ヨンジャ）
대구광역시가정위탁지원센터　소장  김 영자  

（仮訳：北海道　中兼正次） 
　子どもはすべて私達を未来へと導く貴重な資源であり、大切な存在である。児童は安定した家庭の中で適切な養育と保護を受けてこそ健全に育つ。そのため、家庭と社会、国のレベルで、健全な環境を用意しなければならない。
　しかし最近、離婚率の上昇と家庭解体が加速化しており、児童の保護に関する問題がより大きくなってきているのが現実である。韓国は2005年、児童福祉法の全面的改正を通じて、家庭委託についての法的根拠を整備、政府主導の積極的な家庭委託活動を実施するようになった。
１、家庭委託の背景と発展
　　韓国は、1950年代の朝鮮戦争以後の社会的条件の中で、要保護児童が発生した場合、ほとんど施設に入所させて保護してきた。
　　しかし、1991年に国連子どもの権利条約に加入した韓国は、2000年以降、要保護児童に対する保護方法を、地域社会での保護として施設保護をもとにしながらも、可能であれば家庭での養育方法に転換するようになった。
　　1990年に、家庭委託事業がソウル、釜山、大田の３箇所の社会福祉事務所がモデル事業として実施されて以来、2003年までに、１７箇所の家庭委託支援センターが設置された。2004年に中央家庭委託支援センターが設置され、その中心的な役割を果たすようになった。
　　韓国の家庭委託保護事業が強化されてから、５年が経ち、家庭委託保護事業を利用する委託家庭、委託児童の必要性に則したプログラムの開発と、児童の観点で児童の利益を最優先とする家庭委託保護を、発展させようと努力している。
２、家庭委託の類型
　家庭委託の類型は、一般養育家庭委託、代理養育家庭委託、親戚家庭委託に区分される。一般家庭委託は血縁関系が全くない里親による家庭委託であり、代理養育家庭委託は親祖父母、外祖父母による養育であり、親戚家庭委託は親祖父母、外祖父母を除いた親戚による養育をいう。
　　<表1>　韓国の類型別家庭委託児童の現況 (韓国保健福祉部統計)
	 年度
	計
	代理委託
	親戚委託
	一般養育委託

	
	 所帯数
	児童数
	所帯数
	 児童数
	 所帯数
	児童数
	所帯数
	　児童数

	 2000
	  1,307
	  1,772
	     27
	     39
	  1,166
	  1,584
	    114
	      149

	 2001
	  3,246
	  4,425
	    810
	  1,170
	  2,195
	  2,931
	    241
	      324

	 2002
	  3,985
	 5,577
	  1,249
	  1,796
	  2,453
	  3,387
	    283
	      394

	 2003
	  5,313
	 7,565
	  2,315
	  3,458
	  2,563
	  3,541
	    435
	      566

	2004
	7,169
	10,198
	3,450
	 5,196
	3,057
	4,133
	662
	   869

	2005
	9,350
	13,315
	5,295
	 7,877
	3,253
	4,296
	802
	 1,042

	2006
	10,186
	14,434
	6,244
	 9,190
	3,014
	4,065
	　928
	1,179

	2007
	11,622
	16,200
	6,975
	10,112
	3,651
	4,850
	　996
	   1,238


３、委託家庭の選定基準
　1)　基本要件(親戚及び一般共通)
　　・　委託を受けようとする家庭及びその家族に、犯罪、家庭内暴力、児童虐待、アルコール・薬物中毒などの前歴がないこと
　　・　委託家庭になることの適否について、家庭調査時に隣人を通して確認
　　・　家庭委託に必要な研修の履修(ただし、代理委託及び親戚委託の場合、家庭委託後 6ヶ月以内に研修を受けることでも良い)
　2)　一般養育による委託保護
　　・　委託児童を養育するのに十分な財産があること(経済的な目的ではない志望の動機と委託児童の養育を決定したことに対する確認が必要)
　　・　委託児童の宗教の自由を認め、社会の一員としてそれに応じた養育と教育を行えること
　　・　公立の児童相談所または近隣住民２名以上の推薦をもらうこと
　　・　委託を受ける者の年齢が２５才以上であること(親の場合、親のすべてが該当)
　　・　委託家庭の児童数は、実子を含んで4人を超えないこと(18才以上の子どもは除く)
　　・　結婚して子供を養育した経験がある家庭を原則とする
４、支援の内容
　１）養育手当て及び国民基礎生活保障法（生活保護法）による生計費などの支給
　　　　　（訳注：2008,9,3現在で1ウォン＝0.094492円、１円＝10.569008ウォン）
　　・　養育手当ての支給　　 :児童一人あたり月70,000ウォン以上　（訳注　6,614円）
　　・　国民基礎生活（生活保護費）受給者として認定を受け、生計、医療、教育等の該当手当てを、個人または世帯単位に支給
　２）家庭委託児童の傷害保険料支給
　　・　委託児童の手術、入院費等支給
　　・　保険料は100,000ウォン/年　（訳注　9,449円）
　３）代理・親戚委託家庭への貸付金(4千～5千万ウォン)の支援
　４）児童の発達(?)口座(政府3万ウォン+委託家庭3万ウォン)支給（訳注　2,835+2,835円）
５、大邱（テグ）の家庭委託
　　大邱は韓国の16市の一つで、人口252万人、面積は884.4平方キロメートル、7つの区と1つの郡で構成されている。
　　家庭委託児童数は、2008年6月末現在で、合計288人、一般委託児童は57人、代理委託児童は128人、親戚委託児童は103人である。
　　児童福祉施設は25箇所あり、1,080名の児童が保護されている。家庭委託児童数は施設保護児童数に比べて少ない。このことから、要保護児童が発生した場合、依然として家庭内での保護よりも施設保護が優先的に検討されているという事実が分かる。
　　<表2>　大邱の家庭委託児童数
	 年度　　　
	児童数合計
	 代理委託
	親姻戚委託
	一般委託

	 2004 　　
	  　　125
	　　　　30
	　74
	      　21

	 2005 　　
	      181
	 　　 　73
	　　71
	      　37

	 2006 　　
	      221
	  　  90
	     　76 
	      　55

	 2007 　　
	      269
	      118
	   　　97
	     　 54

	 2008年6月
	  　  288
	  　  128
	　103 
	      　57


　　そして <表2>で分かるように、2003年の家庭委託支援センター設置依頼、着実に家庭委託児童数が増えているが、その理由は次のように様々である。
　　　　家庭委託保護についての積極的な広報活動
　　　　少年少女家庭世帯から家庭委託への転換
　　　　経済的貧困による親の家出と行方不明
　　　　親の離婚
　　　　親の死亡(自殺または事故死）　など
６、委託親（里親）の養成研修及び養育方法
　　まず、委託親（里親）になるためには、各地域家の庭委託支援センターでの研修として、委託養育についての理解、委託養育の手順、委託児童の特性、良い親になるための役割などを学ぶべきであり、各センターでは、国際フォスターケア機構IFCO（イフコ）が奨める家族ルール作りを含め、委託親の研修を実施する。
　　委託親達の養育方法は、各家庭のルールと養育方法によって異なるはずであるが、児童を愛する心は同じであり、実子とまったく同じように養育している。
　　委託児童がかわいそうだから可愛がるのが理想的な委託親ではない。日常的に普通の家庭の暖かい雰囲気を見せてあげ、委託児童が体験できるように、児童の観点で養育を行うべきである。
７、家庭委託保護事業の問題点と活性化
　　2005年の韓国保健福祉部児童福祉事業案内によって、韓国の児童福祉政策の方向を見ると、家庭委託保護事業の目標は、児童の権利を延ばすことである。児童が家庭と地域社会の中で幸せに生活し、尊重され、安全に成長できる社会を実現するために、「要保護児童のため、家庭と社会の保護システムを強化する」という、次のような課題に移行した。
　　　  第一、国内入養（養子縁組）の活性化（訳注：養子縁組の「入養」に対し、里親への委託は「収養））
　　　  第二、家庭委託制度の法制化の推進
　　　  第三、共同生活家庭（里親ファミリーホーム）の拡大
　　　  第四、児童福祉施設の機能の多様化
　　こうして、家庭委託保護の措置条項と、家庭委託支援センターの設置と業務に関する基本的条項が新設され、家庭委託保護剤度の法的根拠が用意された。それにもかかわらず、細部の法律規定が未整備で、児童を委託保護する委託家庭に対する制度的支援が不充分である。家庭委託保護事業についての社会的条件と認識が不足している。家庭委託保護事業を担当する公務員の認識不足、家庭委託支援センターの人的資源の不足など、家庭委託保護事業を拡大するには、多くの困難を抱えている。
　　家庭委託の活性化のためには、次のような点すべての検討が必要である。
　　　1) 要保護児童の措置については、家庭委託を優先すること
　　　2)　委託児童の自立のための支援体制の確立、委託児童の学習補助費の支給、委託終了児童の自立支援金の支給など
　　　3)　家庭機能の強化のための支援体制の確立
　　　4)　委託家庭支援体制の確立
　　　5)　家庭委託支援センターの役割の実施機能の強化のための段階的人的増加
　　　6)　家庭委託支援センター従事者の処遇改善及び家庭委託保護事業の積極的な広報
　　　7)　民官協力体制の構築を通じた、家庭委託保護事業の定着など
 　　<参考文献>
　　　　保健福祉部 「2007年韓国児童福祉事業案内」
　　　　中央家庭委託支援センターの2005-2006年現況資料
大田（テジョン）広域市家庭委託支援センターの現状
대전광역시가정위탁지원센터 현황
The situation of Daejeon  Foster Care Center, by Ms. Lee Young-Shin
2008, 9, 6  日韓フォスターケア（里親）フォーラム2008江別
大田（テジョン）広域市家庭委託支援センター所長　李英信（イ・ヨンシン）
 대전광역시 가정위탁지원센터 소장 이영신
（仮訳：北海道　中兼正次） 

Ⅰ. 機関の現状

	機関名
	大田広域市家庭委託支援センター 
	機関長
	イ・ヨンシン

	所在地
	大田広域市中区線画棟133-29銅鉱ビル3階
	電話
	(042)242 - 5240 ~ 1

	運営法人
	(社)韓国フォスターケア協会
	ファックス
	(042)242 - 5280

	ホームページ
	www.djfoster.or.kr
	メール
	djfoster@hanmail.net

	設立年月
	2003年4月9日
	施設の種類
	児童福祉施設(利用施設)


Ⅱ. 設立の目的
	・　家庭の事情により、親から適切な保護を受けられない児童に、健全な委託家庭を与えるよう支援。
・　家庭委託保護を通した社会的単位としての家族の機能維持。
・　児童福祉及び権利向上の計画。


Ⅲ. ビジョン

	・　保護児童の利益を最優先とすることを原則に家庭の私的保護を目指す。
・　国連UNの子どもの権利条約に従った、児童の権利の尊重。
・　家庭委託保護事業の活性化による、児童の健全な育成。


Ⅳ. 組織
	
	
	所長
	
	運営者の審議委員会
	

	
	
	イ・ヨンシン

	
	キムミンチォン,キムソンヒ
パクズウォル,パクヒソン
洋鞋陣,五情数
イヨンヒ,趙成男
チェギュヨン,ファンソンヒ

	

	
	
	
	
	
	
	

	
	チーム長
	
	
	
	

	
	キムヒョンギョン

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	企画・広報チーム
	
	
	
	研修・管理チーム
	

	キム・ギョンホ,偶像美
	
	
	
	キムジスク,理由陣
	


Ⅴ. 施設の規模
	総面積
	事務室
	教育室
	相談室
	その他

	160.45 ㎡
	60.45 ㎡
	27 ㎡
	20 ㎡
	53 ㎡


Ⅵ. 家庭委託保護児童数
	合計
	代理養育家庭委託
	親戚家庭委託
	一般家庭委託

	世帯数
	児童数
	世帯数
	児童数
	世帯数
	児童数
	世帯数
	児童数

	229
	338
	138
	210
	55
	77
	36
	51


Ⅶ. 主な事業の内容

	事業名
	事業内容

	相談事業


	1.　委託保護家庭の発掘及び委託保護の申請家庭の調査
2.　家庭委託を希望する家庭及び家庭委託対象児童の調査
3.　委託家庭事例管理(児童、委託親（里親）相談

	広報及び教育事業

	1.　家庭委託保護事業の案内及び普及 (キャンペーン)

2.　ニュースレター /リーフレット/販売物品の製作及び配布
3.　ホームページの管理 (www.djfoster.or.kr/ )

4.　家庭委託親（里親）研修 (基本研修,補修研修,深刻化研修,代理・親戚研修)

5.　研修生 /ボランティア研修

	支援事業

	委託児童

	1.　心理検査及び相談 :大田社会福祉実践研究所　 4か所
2.　健康診断と治療 :ソウル家庭医学院、安らぎ歯科　ほか2か所
3.　プログラム :委託児童の会　(センターは側面的に支援), IFCO大会(海外研修),委託児童力量強化プログラム(社会福祉共同募金会),嶋潭吏道西関、希望の本配達部,図書縁組み(Nero Claudius Caesar Drusus   Germanicusと紙ご飯),夏と冬のキャンプ,美しい旅行(毎月第三日曜日), 18歳 (委託終了予定)児童の修学能力試験・合格祈願、就業プレゼント,実親と家庭への復帰プログラム

	
	委託親(里親)
	委託親の会(愛の巣),専門委託家庭養成,委託家庭キャンプ,緊急支援,物品支援,家庭委託の日(5月22日),送年の夜(また一つの家族),家庭委託手記公募展,家族写真撮影,委託家庭外出,家庭委託家族大会,祝日プレゼント支援(韓国電子通信研究救援,美しい旅行)

	
	養子縁組支援
	1.後援機関名 :大田広域市歌練習場（カラオケ？）業協会儒城区支部ノー銀知足会,兵務庁財政企画チーム,（株）韓国青果,コレイオ旅客事業本部,韓国ガス公社忠清支部、韓国人砲デ―タ忠南本部,韓国土地工事忠南地域本部, SKネトウォクス大田忠南地域本部、　民間機関(8機関)から月養育支援費計230万ウォン支援（訳注：217,332円）
KT&G幸福プレゼント(誕生日プレゼント),愛のリクエスト(初期養育費支援),子供財団

	その他事業
	その他、家庭委託保護事業に関連する事業


慶尚北道（キョンサンプクド）家庭委託支援センターの現状
경상북도가정위탁지원센터 현황
The situation of Kyungbook Foster Care Center, by Ms. Young-Kyung
2008, 9, 6  日韓フォスターケア（里親）フォーラム2008江別
慶尚北道（キョンサンプクド）家庭委託支援センター所長　韓永敬（ハン・ヨンキョン） 

경상북도가정위탁지원센터　소장　한영경
（仮訳：北海道　中兼正次） 

I. 機関の現況
	機関名
	慶尚北道家庭委託支援センター 
	機関長
	ハン・ヨンキョン

	所在地
	軽北慶山市事情棟 30-6番地2階?
	電話
	(053)813-3953

	運営法人
	(社)韓国フォスターケア（里親）協会
	ファックス
	(053)812-3953

	ホームページ
	www.gbfoster.or.kr
	メール
	gbfoster@naver.com

	設立
	2003年 4月 9日
	施設種類
	児童福祉施設(利用施設)


II. 設立の目的
	  親の死亡,離婚,疾病,失業,倒産などの理由で、親と一緒に暮らせない児童が、海外で国際養子縁組されたり養護施設で過ごすようなことがないように、一定期間(数ヶ月～数年)間、そのような児童の養育を希望する家庭に委託して、家庭的な雰囲気を経験しながら、体と心が健康な人格と体を成長させるように支援する。
  また、その親が危機から逃れ、健康な家庭として回復し、再統合できるよう、継続的な関心と支援を提供することを目的とする。


III. ビジョン
	 ・　委託児童を最優先とする原則
 ・　幸福で健康な委託家庭作り
 ・　実親家庭への復帰のための活動


IV. 組織
所長(社会福祉司)

相談員(社会福祉司)

相談員(社会福祉司)

相談員(社会福祉司)

諮問委員(法律・医療・心理・研修)

V. 施設規模
	総面積
	事務室
	所長室
	相談室
	その他

	89㎡
	63㎡
	5㎡
	16.5㎡
	4.5㎡


VI. 家庭委託保護児童現況 (2008. 8. 20現在)

	合計
	代理養育家庭委託
	親戚家庭委託
	一般家庭委託

	世帯数
	児童数
	世帯数
	児童数
	世帯数
	児童数
	世帯数
	児童数

	929
	1,270
	657
	930
	199
	248
	73
	92


VII. 主要事業内容
	      区分
	事業内容

	相談事業
	委託児童,委託親,実親相談,

事後管理相談(代理養育,親戚,一般委託)

	支援事業
	支援金品(後援金,後援物品,緊急支援)

治療相談(心理検査,相談及び治療,愛着関係形成評価)

情緒支援(家族の日,委託家庭家族大会,委託児童キャンプ,機関見学,委託家庭外出など)

教育支援(委託児童教育プログラム-英会話)

実親との出逢い 

	研修事業
	委託親研修,実親研修,ボランティア研修,職員研修

	広報事業

	消息誌発行,インターネット広報,家庭委託保護事業キャンペーン,

家庭委託広報物の製作及び配布

	地域社会連帯事業
	協力機関との連帯構築及び懇談会(研修,討論,医療,宗教,法律,専門相談機関),行政機関懇談会(家庭委託担当者)

	研究調査事業
	家庭委託実態及び要望調査,研修資料集発刊,

事例集発刊,事例発表,事業報告書発刊

	ボランティア活動支援
	一時保護委託家庭,広報及び事務補助


韓国家庭委託の10年

한국가정위탁제도의 지난 10년
Ten years of Korean Foster Care Association by the president Park Youngsook

韓国フォスターケア協会会長　朴英淑（パク・ヨンスク）
한국수양 부모 협회 회장 : 박·욘스크
日韓フォスターケア（里親）フォーラム2008東京

 일한 가정 위탁(수양부모 ) 포럼 2008도쿄
2008年12月6 日(土) 日本財団

  2008년 12월 6 일(토) 일본 재단
Japan Korea Foster Care Forum 2008 Tokyo

（仮訳： 北海道 中兼正次）

(임시 번역: 홋카이도  나가가네 쇼우지)

１．韓国の伝統的な児童福祉
　韓国の伝統的な社会では、要保護児童の養育を共同体で受け持ってきた。もちろん、一義的な責任と義務は拡大家族が担ってきた。家門を重視する伝統社会において、要保護児童を引き受けないことは、すなわち社会的存在としての孤立を意味した。また,要保護児童や老人についての基本方針は、地域住民の連帯責任であり、その地域での管理が最終的な責任であった。朝鮮朝の基本法典である「経国大典」の恵恤條には、要保護児童や老人が発生した場合、その救護は地方長官の責任とされた。基本方針を守らずに死亡者が発生した場合、地方長官は重罪に問われた。
　英朝のときには 「民間修養」、今でいう「家庭委託」に関する詳細な規定を定めた。英朝のときには、最初は民間家庭委託を厳格に規制した。というのは、「修養」（訳注：里子養育。養子縁組は「入養」）という美名を着せて、子どもを誘拐したり、人身売買したりするなどの行為があったためである。そのため、民間の里子養育には、必ず役所の許可が必要であった。
　以上から分かるように、親戚家庭委託（訳注：ここでは原文の「親姻戚」を単に「親戚」と訳す）は、人々が親族を形成する中で発展してきたものである。そうすると、人々の普遍的な情緒の面で、家族と子供の関係から始まった親戚家庭委託を、時代に合わせて継承・発展させ、家庭委託の需要に対応することが適当であろうか？　しかし、ここには罠がある。親戚家庭委託は、一般家庭委託に比べてはるかに安上がりである。
　問題は、親戚家庭委託の短所を軽視し、ひたすら費用削減のためだけに、誤って利用されるおそれが高いことである。韓国の場合、家庭委託の類型中、親戚家庭委託が大部分を占めており、その内、祖父母と孫からなる家庭の比率が非常に高い。保護を与える老人は、より若い中年者に比べて、養育の能力が劣る。老人に子どもの養育を依頼すれば、当事者である老人はもとより、児童の福祉にとっても望ましいかどうか、反省し、疑問を投げかけなければならない。

 
2.　家庭委託に関する諸問題
1)　 パーマネンシー（永続性）と養子縁組
　パーマネンシー（永続性、permanency)という概念は、心理学に由来するものである。これを簡単に整理すれば、「子どもは少数の養育者、父母、親戚等と、持続的で永続的な愛着関係(attachment)を形成してこそ、健全な発達が可能になる。」 ということである。
　この観点からすれば、家庭委託は、子どもの健全な発達のために障害となる。子どもが実親（訳注：「親父母」を「実親」と訳す）と分離され、他の大人とつながりあえば、愛着関係の形成が困難になり、かなりの数の子どもが色々な委託家庭を移っていくことになる。このような愛着関係の混乱、またはパーマネンシーの断絶を防ぐには、永久入養（養子縁組）するべきだと主張する学者もいる。しかし養子縁組は、多くの問題を抱えている。
　第一に、児童福祉に投入される予算削減のための便宜主義的な発想が疑われる。児童福祉の専門家は 「行政官僚も政治家も、子どもを養子にすることによってその費用負担を削減しようしがちになる」問題を提起している。 

　養子縁組が決まれば、子どもに関するすべての権利と責任は、養父母に移される。そうすると、児童福祉担当者は、養子縁組家庭内で虐待のような行為が指摘されても、問題が表面化するまで介入もできない。養子縁組はまた、子どもの実親家庭との永遠の断絶を意味する。各国の法律によって少しずつ相異はあるが、養子縁組をすれば、ほとんどの場合子どもは養父母の家庭に入籍して、養父母に法的な親子関係が発生する。子どもが自分の家庭に復帰する道が絶たれてしまう。また、養子縁組には、子どもの意志が正しく反映されにくい。
  以上のような問題点から、養子縁組は、最後の手段として慎重に検討されなければならない。パーマネンシーの保証には、少数の大人とだけの愛着関係の形成が必須というわけでもない。
 

２）家庭委託児童と施設児童のアンデンティティ
　保護が必要な子どもに対して、施設養育と家庭委託保護のどちらが有効かという議論が続いている。家庭委託を敬遠して施設保護を主張する論者は、家庭委託の不平等な構造について話題にする。委託家庭には、多くの場合実子がいる。このような構造の中で、委託児童は果たして実子と同じ扱いを受けられるかどうかが問題になる。アメリカのある研究で、家庭委託児童と施設児童を比較したことがある。その研究結果によると、施設で成長する子どもは家庭委託の子どもよりも学習能力は劣るが、自己尊重感（自尊心）やアイデンティティについての認識は、むしろ高いという。
このような結果は、施設の平等性を示しているのではないかと言われている。施設児童は相対的に、劣等感を体験する機会が少ない。なぜかといえば、施設でともに生活する子どもは、全て同じ様な環境にいるからである。しかし、家庭委託児童はしばしば、里親家庭の実子に比べて劣等感を感じる。そのため、自己尊重感が低くなるということである。また、一部の子どもは家庭委託よりも施設の方が気楽だと感じる。施設養育は、実親が好むものでもある。  

　施設に子供を任せた実親は、自分の他に親の役割を果たせる競争相手がいないことに胸を撫で下ろす。また、自分が望めばいつでも、子供に会うことができ、施設から取り戻すこともできる。けれども施設は、前述した子どもに対する烙印(stigma)とノーマライゼーション(normalization)のための基盤を剥奪し、その他にも色々な問題を抱えている。その典型的なものは、子どもにとって必要なものを満たすに足りる資源の不足である。これは特に、発展途上国でしばしば起こる。

あるときは、子供が大人のための、戦略的な道具にもなる。6.25戦争（訳注：1950年6月25日からの「朝鮮戦争」のこと）の後、韓国も経験したことであるが、孤児院や児童養護施設は、ほとんどが、先進国の救護団体の支援で運営された。この場合、子どもを単純に保護しながら、基本的な衣食住の提供だけが急がれる。

3.　韓国の家庭委託の現状

1) 主な統計

  □要保護児童の現状:　 8,861人('07)

  ○次第に減少する傾向にあり,毎年 1万人(8,861人、'07)前後の発生数
    ※　要保護児童の発生現況 : '01年 10,586人→'06年 9,034人→'07年 8,861人
     　　発生の原因は、父母の失業、虐待等 5,354人(60.4%),未婚の母 2,417人(27.3%)の順
	計
	父母の失業・虐待等
	未婚の母
	非行、家出、浮浪
	迷子

	8,861人
	5,354(60.4%)
	2,417(27.3%)
	748(8.4%)
	342(3.9%)


 保護措置は、家庭保護4,980人(56.2%)、児童施設保護 3,881人(43.8%)である
     ※家庭保護:　共同生活家庭　少年少女家庭　養子縁組　家庭委託
 

<要保護児童の保護の現状('07)>

   

	計
	家庭委託
	少年少女家庭
	養子縁組
	共同生活家庭
	施設保護

	
	
	
	小計
	国内
	海外
	
	

	8,861
	1,735
	247
	2,652
	1,388
	1,264
	346
	3,881


 
  家庭委託保護児童の現状: 16,200人 ('07)

  ○少年少女家庭　家庭委託保護転換,　委託家庭依頼の増加等で毎年増加の傾向
      → 5,577('02年) → 10,198人('04年) → 14,465人('06年) 16,200人('07年)

<家庭委託類型別委託児童数('07)>

  

	計
	代理委託 (祖父母)
	親戚委託
	一般家庭委託

	16,200人
	10,112人 (62.4%)
	4,850人 (30.0%)
	1,238人 (7.6%)


  施設保護児童の現状: 18, 426人 ('07, 282ケ所)

 

2)　構造と体系
　2005年に児童福祉法が改正され、家庭委託支援センターに対する法的規定が明記される前の家庭委託事業は、韓国フォスターケア協会（韓国里親会）のような民間団体が主導していた。しかし、法的、制度的な支援がない中での民間団体による事業には、多くの困難があった。2005年児童福祉法改正で、家庭委託に関する体系的な役割分担と事業等が、ようやく具体化されてきた。 

　家庭委託制度は、子どもの実親が子どもを養育できない状況が発生し、または不適切な場合に、子どもの保護養育を望む家庭を発掘・選定して、彼らに代理保護養育を依頼する制度である。これまで、このような要保護児童は、主に養護施設のような集団生活の施設で保護されてきた。

 

3) 家庭委託の原則
　親戚家庭配置を優先:　子どもは父母から離れると、当然の結果として深刻なストレスとショックを受ける。このような文化的、精神的ショックを最小限のものにするため、親戚家庭で子どもを保護する。養育の場所としては、特別な欠格事由がない限り、文化的背景が似ており親しみを覚える親戚家庭に、優先的に配置する。４者の合意のもとでの養育:　子どもの委託は、家庭委託支援機関の独断的な行為で行ってはならない。当事者である子ども、実親、里親、委託支援機関の間の同意と合意によって、具体的な期間と内容などが決められる。

　協力体制の構築:　子どもの委託の効果を確実にするには、子どもの委託に関ったすべての人と機関の間の協力体制の構築が鍵になる。この時、実親は、子どもを捨てたり無視したりした人ではなく、子どものためにともに協力する人と見なされる。子どものためには、実親、里親、家庭委託支援センターは言うまでもなく、中央政府と地方自治体がともに協力する。 
4) 家庭委託対象児童
　家庭委託対象児童は、児童福祉法において、「暦年で18歳未満の児童で、親の家出、疾病、虐待等のため、保護が必要な児童をいう。」
　これに該当する児童は、大部分の場合短期保護を原則としているが、親の死亡、行方不明、投獄等により、長期の保護が必要な場合もある。このような原因による保護児童は、次のような四種類のカテゴリーに分類される。 
○　一般家庭委託児童:　親の疾病、家出、失業、収監、死亡、行方不明等の理由により、家族の保護機能が一時的、長期的、永久的に喪失しており、家庭外での保護が必要な児童をいう。 

○　少年少女家庭児童:　親が養育できない事情があるにもかかわらず、独立した生活を営む児童をいう。 

○　施設保護及び一時保護児童:　施設において保護されている児童及び一時保護されている児童をいう。 

○　被虐待児童:　児童虐待によって親との分離保護が必要な児童をいう。

 

5)　家庭委託父母（里親）の資格
　25才以上で、結婚して子供を育てた経験がければならない。 

　家庭が和睦しており、精神的、身体的、経済的に、委託児童を養育するのに適切であって、近隣住民2人以上からの推薦を得なければならない。
　家庭委託支援センターが実施する事前委託父母研修を受けなければならない。 

　家族構成員に、犯罪、家庭内暴力、児童虐待、アルコール・薬物中毒の前科がない。

 

6) 家庭委託保護に対する国の支援

　養育手当 :　委託保護児童１人あたり、月70,000ウォン以上（訳注：　2008年12月1日現在4,561円（最近の円高で、１ウォン＝0.065171円、１円＝15.31ウォン））
　国民基礎生活保障法（訳注：国基法＝生活保護法）による受給者認定基準による支援
　貸付資金支援(親戚委託家庭/件交付)

  貸出対象住宅 :　賃借専用面積 85㎡以下の住宅（訳注：25.8坪）
  一般住宅 :　 (3-4千万ウォン（訳注：195～260万円）)及び公営住宅貸切資金支援
　傷害保険支援(2006年から) :　傷害医療費等支援
　社会福祉サービス支援
  家庭復帰プログラム、情緒支援プログラム、自主的会合、個別・集団相談プログラム等への支援
　その他の民間機関支援:　養子縁組支援機関が対象児童を選定して養子縁組 
4.　韓国フォスターケア協会（韓国里親会）
1)　機関の概要
 

沿革

	1995. 12
	 朴英淑会長が最初の修養児童（里子）を家庭委託保護　★

	1998. 4. 4.
	 韓国修養父母協会（韓国フォスターケア協会、韓国里親会）創立　★

	1998. 7. 11-13.
	 第一回サマーキャンプ :　委託児童と委託家庭の実子

	1998. 9. 09.
	 第一回協会セミナー

	1998. 11. 23-25.
	 第2回協会セミナー:　韓国とイギリスの児童福祉

	1999. 2. 6.
	 事前里親養成研修

	1999. 5. 1.
	 事前里親養成研修

	1999. 5. 24.
	 保健福祉部（訳注：日本の厚生労働省）から非営利社団法人の認可

	1999. 7. 29.-8.1
	 第2回サマーキャンプセミナー:　出逢いの日の行事

	1999. 9. 11.
	 事前里親養成研修

	1999. 10. 6.
	 失業女性家庭を支援する運動:　創業支援研修(第1回ベビーシッター養成研修)

	1999. 10. 12.
	 世界 NGO大会で協会が分科会を持つ

	1999. 12. 10.
	 青瓦台（大統領官邸）協会から招待され激励を受ける(協会職員,里親及び会員)

	2000. 2. 24.
	事前里親養成研修

	2000. 2. 25.
	 週末英語キャンプ

	2000. 5. 20.
	募金行事: KBS1テレビ、 ILIテレビ、社会福祉共同募金会共同開催

	2000. 6. 15.
	 第7回協会セミナー開催:　事前里親養成研修

	2000. 8. 1.
	 協会に休憩サロンオープン

	2000. 8. 13-15.
	 第三回サマーキャンプセミナー:　出逢いの日の行事

	2000. 10. 19.
	事前里親養成研修

	2000. 10. 28.
	 国防省広報部と協力協定

	2000. 11. 20.
	 イギリス養子縁組支援協会と姉妹提携

	2001.
	 第10回協会セミナー開催:　事前里親養成研修 300余名参加 (富川市庁からの招待)

	2001. 3. 2.
	 財経部（訳注：財務省）から指定寄付金の免税対象団体に選定

	2001. 4. 5.
	 植林の日の行事 "子供への愛、自然への愛"開催

	2001. 6. 15.
	 里親養成研修(釜山市庁)

	2001. 9. 20.
	 韓国国楽宣教院家庭委託児童国楽教室開催

	2001. 9. 27.
	 協会セミナー開催

	2002. 1. 19-20.
	 家庭委託児童英語キャンプ(翰林大学校)

	2002. 2. 23.
	 第16回里親相談及び討論会

	2002. 03. 13.
	 EBS "ﾄﾞキュマガジン"で協会を紹介(訳注:ドキュメンタリーマガジン)

	2002. 4. 9.
	 チュシラ主演モノドラマ 'ヨジマ'鑑賞,清潭洞(チェンダンドウ)シアターに里親を招待

	2002. 4. 19.
	 協会建物の起工式(インジェグン,キムソンスク,パックムオク,ブヨン社長,カンソンホ,城北区一心(ハンマウム)奉仕会のキムチュンレ総務等が参席)

	2002. 5. 5.
	 第1回おばさんマラソン/市民歩け歩け大会、女性新聞社主催、里親会招待、歩け大会,里親と里子50人参加(上岩洞ワールドカップ競技場)　★

	2002. 6. 28.
	里親養成研修(富川市庁)

	2002. 9. 11.
	 協会の建物の竣工式の行事,コンヤンスク女史,城北区庁長,チォンゼヒ議員,キムソンス,”愛の友人達”のチェジョンオク総裁等が参席、行事の準備、”熊の家”でレセプション

	2002. 9. 13.
	 韓国デジタル経営者協会主催、里親会支援バザーの行事、コエックス・コンベンションセンター本館 3階会議室

	2002. 9. 27.
	 第13回里親養成研修,ジョンムソン教授等、協会主催

	2002. 10.
	 KBSドラマ '太陽のイジェンマ'(薬剤師のドラマ)撮影現場見学(週末キャンプ参加児童)

	2002. 10. 19.
	 里親会が全国16ヶ所の支部を設置　★

	2002. 11. 7. 
	 里親会総会

	2002. 11. 26.
	 2001-2002年家庭委託児童の事例集出版

	2003. 1. 25.
	 第14回里親養成研修(大邱支部主催)

	2003. 2. 7.
	 第15回里親養成研修(協会本部主催)

	2003. 3. 2.
	 里親会が16ヶ所の広域市に支部の登記終了

	2003. 3. 6.
	里親会慶尚北道支部が委託運営を受ける、慶尚北道家庭委託支援センターを指定

	2003. 3. 12.
	里親会大邱(テグ)支部が委託運営を受ける、大邱広域市家庭委託支援センターを指定

	 2003. 4. 2.
	 韓国フォスターケア協会支援委員会の発足

	2003. 4. 9.
	里親会大田支部が委託運営を受ける、大田広域市家庭委託支援センターを指定

	2003. 4. 25.
	 大邱・慶北家庭委託支援センター開所、及び、里親養成研修(大邱家庭委託支援センターを指定)

	2003. 5. 11.
	 第2回おばさんマラソン/市民歩け歩け大会、女性新聞社主催、里親会招待、歩け歩け大会、委託先里親家庭未決定の児童が40余名参加(上岩洞ワールドカップ競技場)

	2003. 5. 21.
	 大田家庭委託支援センター開所式

	2003. 5. 25.
	 “2003ハンマダン(地球村広場を祝う)フェスティバル”/ ソウル国際フェスティバル参加

	2003. 5. 30.
	 韓国フォスターケア協会(会長朴英淑) '4月のオモニ(母)賞受賞'　★

	2003. 6. 14. 
	 チェスジォン,チェリム ,チェジォアン等出演のKBS週末ドラマ 'あの青い草原で'のチームによるファンへのサイン会と慈善バザー会の募金を協会に寄付(家庭委託関連法律チーム支援)

	2003. 7. 10.
	 里親養成研修(大田家庭委託支援センター主催)

	2003. 7. 27.-8.1
	 アルゼンチンIFCO世界里親大会参加　★

	2003. 8. 08.
	 京畿北部家庭委託支援センター開所

	2003. 8. 12-13.
	 家族サマーキャンプ

	2003. 9. 26.
	 里親養成研修(京畿北部家庭委託支援センター主催) 

	2003. 10. 15.
	 里親養成研修、大田広域市家庭委託支援センター主催

	2003. 10. 22.
	 CPE(韓国児童・人口・環境議員連盟)国会セミナー、 '家庭委託の現状と課題'

	2003. 11. 12.
	里子養育支援の愛のコンサート' (スポーツ新聞「グッデー」(good day)と協会共催)

	2003. 12. 16
	 里親養成研修、協会京畿北部家庭委託支援センター主催

	2003. 12. 26.
	 '文化芸術関係者と里親家族との触れ合いの日' (文化観光部後援)

	2004. 1. 12.
	 家庭委託 YTN広報撮影(3ヶ月連続放映)

	2004. 1. 17. 
	 国家情報院招待、里親家庭が国家情報院を訪問見学

	2004. 2. 2-6
	 第一回国際家庭委託研修-クリス・ガーディナーIFCO総裁　★

	2004. 7. 23.
	 中央家庭委託支援センター設置

	 2004. 9. 16. 
	第2回国際家庭委託研修-オーストラリア社会福祉士協会会長ピーター・リチャードソン

	2004. 10. 26.
	 第3回国際家庭委託研修-話治療士(ストーリー・テリング・セラピスト)のエリスモーガン

	2004. 12. 07.
	 第一回全国家庭委託家族大会及び里親手記公募

	2004. 12. 10.
	 「家庭委託支援法」制定のための説明会　★

	2005. 3. 14-18.
	 第4回国際家庭委託研修-オーストラリア福祉部の行政官招請

	2005. 4. 16
	 第4回　姜淳媛（カン・スンウォン）会長の就任（第２代）　★

	2005. 8
	 家庭委託総合電算システム(データベース等)開通

	2005.8
	第14回IFCO(国際フォスターケア機構) 世界フォスターケア会議参加(アメリカ・ウイスコンシン州マジソン市)　★

	2005. 09. 12.
	 家庭委託活性化のための第一回地域巡回フォーラム(大田)

	2005. 10. 5-7.
	 第5回国際家庭委託研修-マーク・ハリソン招請 "イギリスの家庭委託"

	2005. 10. 21.
	 家庭委託活性化のための第2回地域巡回フォーラム(ソウル)

	2005. 11. 14.
	 第6回国際家庭委託研修-"日本と韓国の家庭委託"（日韓里親セミナー、ソウル市）　★　（訳注：佐野、津崎、土渕、中兼夫妻参加）

	2005. 11. 25-26.
	第2回全国家庭委託家族大会、及び家庭委託手記の公募

	2006. 1 
	 家庭委託児童の傷害保険料支援　★

	2006. 3. 16.
	 第7回国際家庭委託研修-ローズマリー・カルビーノ女史招請
"アメリカの家庭委託-委託保護者を中心に"

	2006. 4. 14.
	 家庭委託活性化のための第3回地域巡回フォーラム(慶北)

	2006. 6-9
	 家庭委託広報の街頭キャンペーン

	2006. 7. 27.
	 委託児童へ愛の パソコン300台寄贈　★

	2006. 8. 5.
	 家庭委託活性化のための第4回地域巡回フォーラム(大邱)

	2006.8
	関西の里親3名と津崎教授がテグ地域家庭委託支援センター訪問　★

	2006. 9. 15.
	 2006アジア・フォスターケア大会 "子どもの権利と家庭委託"開催　★
（訳注：日本人21名を含む11ヶ国250名参加）

	2006. 10. 13.
	 第3回全国家庭委託家族大会

	2006. 10
	 児童福祉と家庭委託についての公聴会
  家庭委託支援法案を中心として　★

	2006. 11. 28.
	家庭委託活性化のための第5回地域巡回フォーラム(京畿北部)

	 2007. 2. 12-16
	 第15回IFCO(国際フォスターケア機構) 世界フォスターケア会議参加(ニュージーランド)

	2007. 2. 23
	 第5回　朴英淑会長の再就任　★　

	2007. 4. 27.
	 家庭委託研究所設立準備委員会の発足　★

	2007. 5.
	 第1回家庭委託の日の行事開催
 "広げよう子供の未来と家庭委託"

	2007. 5. 07.
	 家庭委託研究所創立(08年 2月設立予定)　★

	2007. 5. 22.
	第一回 アーサー・ショスタック教授の招請特講
 "将来の家族構造の変化と家庭委託"

	2007. 6. 18.
	第2回 ホセ・コデイロ教授の招請特講
 "未来社会の変化と家庭委託"

	2007.8
	テグ市の里親らと関西の里親が京都で交流　★

	2007. 9. 17-18
	 第8回　家庭委託国際研修-ジョイス・ルイス招請
  "アメリカの家庭委託の新しい流れ"

	2007. 10. 19-20
	第4回　全国家庭委託家族大会

	2007. 10. 29-30
	 第9回家庭委託国際研修-ジャック・パーク招請


	2008.1.25-1.26  
	 2008年リーダーシップ・キャンプ "君と僕、そして私達" (大邱家庭委託支援センター)


	2008. 4. 4.
	 「家庭委託10年史」発刊　★

	2008. 4. 14.
	2008委託児童権利教育プログラム (大田広域市家庭委託支援センター)

	2008. 4. 24.  
	 里親のための '子どもの遊びの指導'(京畿北部家庭委託支援センター)

	2008. 4. 21-5. 10
	 委託児童情緒支援事業 "ママ・,パパからの愛の手紙"
(慶北家庭委託支援センター)

	2008. 9. 5. - 8.
	 韓日家庭委託フォーラム（北海道江別市）　★

	2008. 9. 19.
	第一回シングルマザー政策のための外国専門家招請 ワークショップ写真

	2008. 10. 10.-11.
	 第5回　全国家庭委託家族大会


 （訳注：★印は特に重要と思われるものに訳者が付記した。）

○　設立目的
　この法人は、自分の家庭で適切な保護を受けられない子どもを、一時的に健全な家庭に委託して、家庭的な雰囲気の中で成長できるようにすることにより、社会的単位としての家族の機能の維持を助長し、この社会の子どもの福祉と権利の向上を図ることを目的とする。

○　ヴィジョン
　韓国フォスターケア協会は、保護を必要とする子どもの利益を最優先にすることを原則として'家庭委託保護'を目指す。IFCOの規約により、家庭委託の4本柱である、委託児童、実親、里親、実施機関の責任と権利を認めて、家庭委託法制度の構築と家庭委託実践活動を通じて、子どもの健全な社会人としての育成を図ろうとする。  

　韓国フォスターケア協会は、1999年5月24日、保健福祉部の認可を受けた非営利社団法人であり、父母の疾病、離婚、失業、倒産、虐待等のために放置され、保護が必要な児童に家庭委託を行う、ボランティアの家庭委託機関である。 

 

　1997年のIMF外国為替危機を経験し、私達の社会が持っていた伝統的な家族の文化の根幹が動揺し、家族解体が急速に拡大する過程において、社会的弱者である子どもが親から放置され、施設入所、海外養子縁組等により権利を侵害される中で、家庭内で養子や里子を育ててきた韓国の歴史と伝統を守り続けようとの志を以て、1998年4月4日に設立された。
　国連子どもの権利条約の「家庭で家族と一緒に生活できない子どもには、里子養育(Foster Care)を優先する」との勧告に従って、1995年から現在まで、保護が必要な子どもを委託家庭で保護・養育している。 
　政府は、2003年までに16ヶ所の地域家庭委託センターを、2004年には1カ所の中央家庭委託支援センターを設置した。この過程でこの法人は、民間の家庭委託運動を進めながら、政府に対して制度的支援を絶えず要請し、全国的な家庭委託支援センター設置の法的根拠を整備するのに、先導的な役割を果たした。 
　また、国連傘下の家庭委託専門NGOネットワーク団体である、"国際フォスターケア機構"(IFCO)に加盟し、その機構と共同で、2004年 1月にクリス・ガーディナーIFCO総裁を招請して、家庭委託セミナーという里親研修を実施した。2006年には、アジア地域の家庭委託大会である「アジア・フォスターケア（里親）大会」を開催して、アジア 10ヶ国の専門家と、キース・ヘンダーソンIFCO会長(Keith Henderson)らが参加して、アジア地域から見た子どもの権利と家庭委託の可能性を検討する場を設けた。 

　IFCOは、国連児童権利条約を提案する団体で、世界80ヶ国が加入しており、50数年前から、施設入所と海外養子縁組を制度的に禁止している西側80余数国以外の国々に、国内家庭委託を奨励している。
 

1)-2　会長の紹介
　朴英淑（パクヨンスク）会長は、1995年から個人のボランティアとしての資格で、里親活動を始めた。1997年のアジア通貨危機では、IMF管理体制下において、短期間に多くの要保護児童が発生した。このため、子どもの委託事業の組織化が必要と痛感し、社団法人韓国フォスターケア協会を設立した。パクヨンスク会長は、慶北大学校教育学部外国語学科を卒業、中等教師の資格を取得。アメリカUSC教育学修士(相談心理学)を取得、成均館大学校社会福祉学博士課程を修了した。駐韓国イギリス大使館広報官として18年、オーストラリア大使館文化広報官として9年間の勤務している。

　著書には、英語と児童養育等の分野で80冊がある。現在は、韓国社会福祉士協会国際交流委員会委員長、国家青少年委員会委員(2005～)、教育部（訳注：文部科学省）教育革新委員(2006～)、韓国ボランティア学会委員、社団法人韓国青年ボランティア協会運営委員(2001～)、(社)21世紀女性CEO連合諮問委員(2003～)等として活動中である。 
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	慶北家庭委託支援センター
	 


 

2) 事業の背景と実績
□背景

○要保護児童に対する政策は、子どもの利益を最優先とする観点で、子どもが安全で健康に成長し保護を受けられるよう、家庭での保護を中心とする政策的パラダイム転換が必要である。

○　国連子どもの権利条約第20条は、児童の生存権、保護権、発達権、参与権等、基本的な児童の権利の面で、親と一緒に生活できる家庭環境を剥奪された児童に対して、一般家庭のような環境での保護を受けられる代替策として、家庭委託を優先しようとしている。

○　要保護児童が、家庭で保護・養育を受けられるよう、家庭委託に対する社会的関心と認識の変化、多様な委託保護者の確保、国家と自治体の政策的支援等の、基本的インフラが拡充されなければならない。 
○　家庭委託保護制度が子どもを中心とする事業として根を下ろすよう、実親、里親、家庭委託関係機関、国及び地方自治体などが緊密に協力して、子どもが主体となって権利を行使できる環境で、保護を受けられるようにしなければならない。
 

□　実績
○　西欧の非営利家庭委託制度を、韓国で最初に導入し、定着させるのに成功
○　委託家庭(里親)の発掘、家庭委託事業の広報・研修事業等についての放送言論広報600余回
○　西欧の家庭委託関連政策・制度を翻訳し紹介
○　韓国の関連法的・制度的整備のための作業部会（Task Forceチーム）結成
○　国連子どもの権利条約関連の年次報告書の作成に参画
○　韓国で最初の、委託児童と会員の実子が、外国人と宿泊飲食する週末英語キャンプの実施

□　運営
○　京畿、大田、大邱、慶北支部の家庭委託支援センターの運営について、政府から委託をうけている
○　委託家庭の発掘、家庭委託、里親研修の実績
	区分
	内容
	成果

	委託業務　　
	児童委託依頼件数(95-03年まで)
	1,260件　相談/依頼

	 
	児童委託と事後管理件数(95-03年まで)
	511人　家庭委託

	 
	委託の後 200余名は、 1年未満短期委託 
	300余名は、1年以上の長期委託

	養成研修
	定期的に委託父母に研修を実施(補完研修を含む)
	約1,298人

	 
	IFCO会長の訪韓　家庭委託研修(2004年)
	約120余名を対象

	広報活動　
	メディア(放送,新聞等)　広報
	約751回


[参考]　
1.　委託児童の平均委託期間:　約2年(児童の75.7%が帰宅処分)

      2.　委託児童と委託父母の平均年齢:　児童 5.7歳,　里親　平均48歳
      3.　委託依頼事由:　離婚(52%)、家庭崩壊(33%)、未婚の母(9%)、その他(6%)

 

○　言論・放送媒体での報道の現状

 　　　 1995年12月以降、新聞社と地上波ケーブルテレビ放送を含め、750余回の国内言論・放送媒体で、国内唯一の家庭委託団体として広告した。団体としての体制が確立し、国際フォスターケア機構(I.F.C.O)に加入した韓国唯一の団体であることについて取材を受け、紹介した。

３）協会の現状

1. 他人の子供を養育する家庭委託:　委託家庭の発掘、里親研修、事後指導、家庭委託事業の広報

 恒久的で体系的な児童福祉施策の提案
 　　予期せぬ経済的危機の中でも "人生の分かち合い"の実践
 　　家庭委託保護事業を通じた国内養子縁組の推奨と家庭委託の周知
 

2.　家族の再統合運動
 　　崩壊家族の再統合と崩壊家庭の復元のための運動
 　　出逢いの日の行事の開催(年2回):　委託児童＋実親＋里親＋実子＋関連機関が参加
 　　委託児童の詳細な個人情報の入手と体系的な管理により、養育に便宜を供与
 　　委託児童と実親間の心理的距離を近づけ、実親の存在確認と実子であることの再確認(崩壊家庭の復元運動)

 　　欠損家庭に健全な里親家庭を見せることで、委託児童の実親の人生に対する愛着感の形成、迅速に正常な生活を得ようとする意志を喚起、離婚・別居家族の再結合:　崩壊家庭の家族の再統合運動
 　　健全な青少年、家庭と社会を作る運動
 

3.　女性が女性を助ける運動
 　　失業女性世帯主を助ける運動:　自活創業支援
 (ベビーシッター養成研修等－委託児童の実親と会員を対象)

 関連データベース管理 :　依頼人/会員間の人的ネットワークの形成
 

4.　ボランティア活動の活性化の運動
 24時間支援可能なボランティア・グループの運営の活性化
 (オープンハウス奉仕、週末英語キャンプ活動、その他の協会行事)
 

5.　素直な子供に育てる躾
 友愛,協同,妥協,譲歩,理解,和解,分析力,創造力,指導力,社会適応力を持った、わがままでなく素直な子供に育てる躾が必要

 

6.　国際フォスターケア機構(I.F.C.O)会員としての活動
 韓国フォスターケア協会は、韓国唯一の国際フォスターケア機構加盟団体として、2年毎に開かれる世界里親大会に参加し、研修プログラムの変遷と最新の家庭委託事例等の資料収集。

7.　家庭委託事業活性化のための基金造成事業
 　　家庭委託保護事業の広報と委託児童,里,実親のための基金造成のため、スポーツ新聞「グッドデー」と里親会は、「愛のコンサート」と言う名前の行事を実施し、家庭委託事業の活性化を図る。

 

8.　外国の事例研究
 　　家庭委託制度が既に活発な先進諸国の事例、法律制度等を研究し、紹介して、韓国に最も適切なモデルを開発している。 

9.　国際フォスターケア機構(I.F.C.O)研修団の訪韓、家庭委託研修の実施
 　　国際フォスターケア機構会長と研修団が訪韓し、世界諸国の家庭委託制度の説明を受け、韓国における家庭委託活性化のためのセミナー、里親研修等を実施する。
この和文は、仮訳者が日韓翻訳ソフトを使って翻訳したものです。正確性は十分でありませんので、ご理解のうえ、正確にはプロの翻訳家にご相談ください。

使用ソフトはコリャ英和！韓国語 2009（カテナ、約9,000円）です。
韓国家庭委託の未来と展望（多文化社会と治療家庭委託）
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Ⅰ．韓国の低出産・高齢化現象
　韓国では、低出産・高齢化現象は、すでに深刻な国家の大問題に浮上した。政府の各省庁は、大統領の指示により、低出産・高齢化社会に対応する政策をどんどん打ち出している。韓国保健社会研究院が発表した、「低出産の要因の構造と政策方向」によると、出産率回復のための諸対策は費用がかさむわりに効果が出るのは遅いため、多面的なアプローチが必要である。経済的支援だけではなく、低出産問題の解決のための啓発、広報インフラを含めた人口政策、家族政策、女性政策等の関連政策を有機的に統合し、推進主体も多様化する必要がある。低出産が続く場合、生産可能人口の減少による労働力の減少、及び経済成長の鈍化、そしてそれに伴い社会的負担が重くなることは必至である。
　この趨勢が続けば、潜在的な人口増加率は、2000年代 5.6%, 2010年代 4.21%、2020年代 2.91%、2030年代1.6%, 2040年代 0.74%と鈍化する。このため、韓国フォスターケア協会（訳注：韓国修養父母協会＝韓国里親会）では、出産奨励運動のために、1)海外養子縁組団体への送り出し中止、2)放置される子供を我が祖国・我が家で育てる事業、3)多文化人口百万人増加に伴う多文化家族の家庭委託実施、4)未婚の母の出産・養育支援事業を始めた。
Ⅱ．多文化と家庭委託

１．多文化に対する理解

　韓国は、アジア州の中でも永い間、「単一子孫」、「単一民族」との文化的正当性を主張してきた。このような民族の正当性は、民族団結の求心力ともなって、民族の成長と繁栄を果たす根本原理になってきた。この間、私達の先祖が数多くの国難を克服するにあたって、正に「単一民族」であるということが、粘り強い正当性の根本原理になっていたと言っても、過言ではない。しかし今私達は、「多文化国家」に移行しなければならない町角（曲がり角）に立っている。21世紀の世界史において、新たな挑戦と変化とは、正にグローバリゼーションのことである。グローバリゼーションの時代に、国境の意味はなくなってきている。 

　パソコンと携帯電話で武装する人々は、あたかも、モンゴルの遊牧民が全世界に広がっていくかのように、世界を自由に移動する。このような遊牧民化現象は、ただ金持ちと知識人に限られてはいない。自分と家族のより良い未来のために、政治的難民、労働者、結婚移民女性などが、母国を後にし、他国へと移住している。韓国もやはり、このような変化の中にある。
　1980年代後半、一部の外国人移住労働者が国内に流入してきた。それに続いて、結婚移民女性が、潮が満ちるように国内になだれ込んできた。結婚移民女性の増加には、韓国国内の矛盾も影響している。すなわち、農村・漁村の青年との結婚を避ける風潮が蔓延し、農村・漁村に数多くのチョンガー（独身男性）が生まれ、中年を越えても結婚できない事態が発生した。韓国の場合、不足する女性配偶者は、外国で探すしかなかった。国際結婚の件数を2005年現在で見ると、43,121件(統計庁、2006年)であるが、そのうち31,180件（72%）が、韓国人男性と外国人女性との間のものである。今、農村・漁村では、結婚するカップルのうち３組に１組が、国際結婚になっている。こうした傾向は当分続くと予測されている。 

２．多文化家庭化と独身者

　韓国フォスターケア協会は、今後10年間、多文化と独身者向けの事業を展開する計画を持っている。韓国の多文化運動は、ちょっと映画の撮影現場を見学したり、一日歩け歩け大会を開いたりといった、風船を一度に破裂させるようなものでは十分でない。多文化運動とは、多文化と生活を一緒にしようという意志である。多文化家族との人生の体験が重要である。韓国フォスターケア協会は、多文化家庭のための事業を用意している。

2009年までに、16ヶ所の地域家庭委託センターと１ヶ所の中央家庭委託センターで、週末の英語・韓国語キャンプを始め、2pm-9pmまで、英語教師と韓国人ボランティアと共に進めている。また、11月14日、委託養育者（里親）研修を実施した。来る 2009年からは、保健福祉省の支援のもとに、「多文化な背景を持つ子どもの家」を開く予定である。
Ⅲ．治療的家庭委託制度(Therapeutic Foster Care :TFC)
1． アメリカの治療的家庭委託制度

　アメリカでは、ほとんどの社会福祉サービスが、民間機関を中心に成り立っている。州政府と連邦政府は、財政的な補助と指導に重きを置いている。家庭委託保護サービスも、州政府が直接運営することは非常に少なく、大部分は民間機関が運営している。アメリカの家庭委託保護は、1935年に制定された「養子縁組支援及び児童福祉に関する法律」(Adoption Assistance and Child welfare Act)に基づいている。この法律は、何度かの改正があったが、基本的な骨格は、ずっと変わっていない。連邦政府は、会計年度ごとに、財政支出基準に応じて、州政府に対して、家庭委託保護に必要な財政の一部を、「特別交付金」(Special Avenue)の形で交付する。州政府は連邦法によって財政規模を確定し、民間機関や政府関係機関と契約を結んで(Purchase of service)、家庭委託保護を実施する。 

　アメリカでは、家庭委託は、親戚委託と一般家庭委託の二つに大別される。韓国でも同様に、親戚委託と一般家庭委託に分けられる。親戚委託とは、子どもの傍系血族や親戚に委託を依頼するもので、韓国の場合は比較的血縁意識が強いため、親戚委託が委託全体に占める割合が高い。けれども、アメリカの場合、親戚委託は30%(CLA,2006年)に過ぎず、残りは一般家庭委託である。一般家庭委託は、短期応急家庭委託(Emergency Foster Home Care)、グループ家庭委託(Family Group Care)、治療的家庭委託(Therapeutic Foster Home Care)に分けられる。治療的家庭委託については、後でもう少し詳しく述べる。 

２．韓国:　治療的家庭委託への進化

　アメリカと同じく、韓国でも、治療的家庭委託制度の導入を準備している。治療的家庭委託は、要保護児童のため、家庭的環境に治療的なサービスを加えた制度である。施設保護と慣行的家庭委託の間の、中間的な概念である。重要なことは、要保護児童の必要性に合せて、適切な治療計画を安全に立てることを前提としていることである。治療的家庭委託制度が目標とするのは、子どもの自己充足感(Self sufficient)、安全(Safety)、安定感(Stable)を向上させることである。情緒行動障害を持っている子どもには、一般的な家庭環境よりも、地域社会に基盤をおいた最小限の制限的な環境(restrictive placement)を提供するほうが、効果的である。

１）類型

①　治療的家庭委託 (Therapeutic Foster Home Care): 　1名の子どもを対象
　　　　　治療的家庭委託は、個別化サービス計画(ISP: Individualized Service Plan)によって、要保護児童と里親、委託家庭の環境等を細しく検討、目標設定、サービス提供という一連の過程をたどる、非常に構造化されたプログラムである。非行や問題行動がある子どもに対して、治療的サービスを一緒に適用する制度で、短期と長期のいずれの場合もある。人材開発省(Department Human Resource)の管理監督を受けるため、治療チームの一員として参画することが重要である。治療的家庭委託は、長期保護(long-term care)を意味するものではない。治療を行うための委託期間は、一般的に6ヶ月を原則とする。 

　　　　一般的に、家庭委託のカテゴリーは、慣行的家庭委託(Traditional Foster Care)、治療的家庭委託(Therapeutic Foster Care)、ステッブダウン家庭委託(Step-down Foster Care)に分けられる。（訳注：ステッブダウン家庭委託は治療的里親の一区分として、逆のステップアップ（Step-up）家庭委託とともに、欧米のホームページで数多く紹介されている。逓減家庭委託、下降家庭委託という訳も考えられるが、ここではそのまま音読する。）

　一般的に、ステッブダウン家庭委託とは、もう少し制限的な環境を提供するものを言う。子どもが必要とするものを把握してサービスを提供した後、設定目標に達すれば、より低い段階の目標に下向きに移行(step down)する。

②　治療的グループホーム(Therapeutic Group Homes)

　　　　　治療的グループホームは、深刻な情緒障害を持った小児や青少年を対象とする治療的グループホーム環境を提供するものである。社会的・心理的な能力を学習する環境を提供するグループホームは、主に社会福祉司の指導の下で、治療的環境を提供する。治療的環境を提供するためのグループホームは、学校に近い場所にあることが重要である。要保護児童を担当する職員は、研修と訓練を通じて、専門的なサービスを提供する。各家庭は、一般的に、 5～10名の小児と青少年を養育する。個別心理治療、グループ治療、行動修正等、多様な治療プログラムが組み合わされている。

２）慣行的家庭委託(Traditional)V.S.治療的家庭委託(Therapeutic)
①　異なる点
　　　　　治療的家庭委託プログラムは、いくつかの点で慣行的家庭委託と異なる。基本的に、慣行的家庭委託プログラムは、長期居住を原則として、特別な事由がなければ退所が非常に難しい。また、心理的、情緒的、行動的な問題を持つ子どもを養育するためには、力不足である。例えば、憤怒、放火、自殺願望、鬱病のような健康問題、また、執行猶予、欠席等のような法的問題の解決には、能力が不足である。
　　　　　一方、治療的家庭委託では、一般的に 、1～2人が一般的であり、多い場合でも3人までとされる。また、里親のうち最低1人は、家庭内で十分な面倒をみられるように他の仕事をしていないことである。

異なる点のうち重要なものの一つは、24時間、常時非常事態に当たれる準備がなければならない。相当な数の子どもが、学校を途中で放棄したり、家出したり、病院で診療拒否するといった問題を起こしている。治療的家庭委託の場合、子どものための作業が大変多い。特に、心理相談のための通院、学校の各種委員会に参加する機会も多い。

　　　　　一般的な家庭委託では、特別な場合を除いて、寝室を共有したり、兄弟姉妹と一緒に住んだりすることができ、通常、比較的許容範囲が広い雰囲気がある。一方、治療的家庭委託の場合、どのような場合であっても、家を長く空けたりしないことを原則としている。里親は、常に子どもの行動を見守り、観察することが重要である。これは、安全を最優先にするためである。

また、治療的家庭委託の場合、ケースを担当する職員に、より高度な研修と訓練が要求されるのも事実である。一般的な医学常識や応急処置のような科目も、研修課程に含まれる。子どものためのサービスは、常に継続的な観察と関心をもって、個別的な必要性に応じて提供されなければならない。治療的家庭委託サービスで最も重要なのは、安全、関心、愛などについての十分な準備である。

②　効果の比較研究
治療的グループホームの効果検証のために、一般的な治療的家庭委託との比較研究が行われた。第１に、ある論文によると、どちらの場合も、介入した青少年には良い結果が出た。しかし、あるグループホームの場合、一般治な治療的家庭委託に比べて、2倍の費用がかかった(ルーベンスタイン他、1978年)。

第2に、ある研究において、治療的家庭委託やグループホームで非行を起こした経験がある青少年79人を対象として、無作為で臨床的検査を行った。その結果、一般的な治療的家庭委託で生活した青少年の方がより安定的で、犯罪率が低く、かつ、家族や親戚の中に復帰するケースが多かった。一般的な治療的家庭委託を利用できて、里親の養育に対する意欲が高ければ、治療面では治療的グループホームよりも治療的家庭委託の方が、はるかに効果的である。
３）用語の正義 (Definitions)
○　ケアシステム(System of Care):　情緒、行動障害を持った子どもと家族の多様な必要性のために、地域社会を基盤とする総合的な観点
○　個別サービス計画(Individualized Service Plan):　里親を管轄する部署は、子どもが個人的に必要としているものを絞り込む。
○　子どもと家族計画チーム(Child Family Planning Team):　子どもに対する効果的な介入と治療のために、実親、里親、子ども、学校関係者、社会福祉士、行政担当者、親戚等に、プログラムへの参画を誘導する。
○　チーム治療(Team Treatment):　治療的家庭委託は、各界の専門家で構成されるプログラムであり、子どもの治療計画を設定して、目標達成のために努力する。
○　初期治療計画(Initial Treatment Plan(ITP):　治療計画は入所前に作成される。入所後10日以内に、関係形成の努力と評価が行われる。
○　総合的な治療計画(Comprehensive Treatment Plan: CTP):　総合的な治療計画が、子どもの入所後 30日以内に作成される。前期治療計画の後計画を見直し、長期的入所が必要かどうかを判断する。
○　治療費(Care payment):　治療的里親が毎日必要とする経費を算定して、支払う。
４）方針

　○　全てのサービスは、家族と地域社会を基盤とする。
　○　全ての要保護児童とその家族には、各々の固有の長所を生かし、必要性に則した治療計画を立てる。
　○　全ての要保護児童、実親、里親は、治療の成果を交換し、連絡体制をとって参画する。
　○　全ての要保護児童、実親、里親は、治療効果について、検討する。
○　要保護児童と他の家族構成員との関係は、実親家族との再統合に対して、相当大きな影響を与える。
　○　文化的な差と必要なものの差に敏感にならなければならない。
５）政策

　○　治療的家庭委託を担当する団体と行政の指導監督の下で、ケースを管理する。
　○　6歳以下の子どもを対象にする場合、人材開発省(DHR: Department of Human Resource)の承認を得なければならない。
　○　入所許可のために、精神科の医師によるDSM-Ⅳ診断と多元的な評価法MAT(Multidimensional Assessment Tool)による評価を受けなければならない。
　○　委託は1家庭当たり１人が原則であるが、必要な場合には、要保護児童の兄弟姉妹も一緒に居住できる。
　○　子どもの健康と身体の状態を注意深く観察することにより、医療的なサービスを提供できる。
　○　養育中の体罰は禁止される。
○　危機の相談法についてのマニュアルが備わっていなければならない。  

６）スタッフの構成 
	スーパーバイザー

(Supervisor)
	ケースワーカー

(Case Worker)
	職員研修

(Staff Training)

	サービス総括・治療計画樹立
事例管理者研修・指導監督
事例管理者の監督は、最大 6人まで

24時間応急状況に対応
資格:　臨床資格社会福祉士、心理学や社会福祉の専攻修士以上、学士学位所持者は5年以上の経験
	現場管理者研修と指導監督
24時間応急状況に対応
チームメンバー研修
委託里親のため、情緒不適応児に相談サービス提供

2週間に一度委託家庭訪問を原則

最大8-10ケースまで
	研修マニュアルの整備
ケースワークの前に20時間の研修

ステップのための40時間の研修


７）治療的里親(Therapeutic Foster Parents)
　治療的家庭委託においては、委託を受け持つ里親の役割を、治療者の一員と見なし、その里親の役割が重要。委託家庭を決定する前に、里親の義務と役割について、文書化しなければならない。また、治療全般についての過程を、ケースワーカーとの緊密な協調の下に記録しなければならない。治療的里親制度の長所は、「施設」ではなく「家庭」だと言うことである。したがって、問題が発生した時、一次的な責任がある。専門的管理の下で、他の治療構成員との協調が非常に重要である。委託中にも、子どもと実親との接触の必要性を理解し、情操育成に役立たせるべきである。また、学校や病院のような地域社会資源との関係を円滑にしなければならない。里親の資格はどうか？  里親の養育に対する関心と意志、肯定的態度、自己の柔軟性、ユーモア感覚、難しい場面での忍耐力、責任感ある弾力性が必要である。また、忘れてならないことの一つは、家族として機能できる程度の経済的、情緒的安定感である。最低25才以上の成人で、健康診断も受けなければならない。こうして募集された里親は、40時間の研修を受けることになる。 

	*治療的里親の事例。リンの家庭の話。 

　「里親からすぐに養子縁組した、ラスクルーゼスの、ある家族の誇り」

One Parent's Story by Lynn
A TFC Parent and Soon-to-be Adoptive parent of Family Pride TFC in Las Cruces, NM
　私は、治療的家庭委託に参加している里親です。その前は、しばらく慣行的家庭委託プログラムに従っていました。そのとき育てた子供が、少し特別な子供で苦労したので、治療的家庭委託に変更しました。私の目的は、子供をもう少し理解し、少しでも良いサービスを提供することです。まだ、治療的家庭委託と慣行的な家庭委託の違いも分からない頃でした。最も重要なことは、一つの方法で全てのケースを理解することはできないと知ることでした。
１）小児/青少年
　一般的な家庭委託は、育てる子どもの年齢が多様です。多くの子どもは、実親が分かっており、中には養子縁組された子供もいました。その子供の生まれは関係ありません。ある場合には嬰児を受け持つこともありました。ほとんどの場合、小学校高学年か、それ以上で、高校生までの年齢の、学齢期に属しているのが事実です。 

２）マッチング(Matching)
　マッチングは、一つの家族に一人の子どもを結びつけることを意味します。治療的家庭委託において、マッチングは非常に重要です。なぜかというと、ある子供がある家庭に合わないからといって、好きなように、別の家庭に移せるわけではないからです。子どもが必要とするのは、関係をよく把握し、後でまた実親、親戚、グループホームを廻って歩けるよう支援することです。
  私達は、最初に子どもが私たちの家庭に入ってくる前に、子どもに関する全般的な事項(年齢、性別、診断など)が記載された依頼書を受けとります。
  私達が子どもを引き受けると決めるときには、担当の社会福祉士は、どの家庭が最も適当かを判断し、配置します。
  私達がその子どもを受け持つことが適当なのかを見極める時間としては、大体 2時間、24時間、72時間の単位で、観察できるよう設計されています。
  子どもには、その家が気に入らない場合、気楽にNOと言える権利が保障されています。このような考えと感情を十分表現できるよう、配慮されています。これは、治療に応じた事前の同意と責任に関する事項であり、非常に重要に扱われる部分です。そういう同意を得なければ、治療は成功しません。


８）キーポイント：　里親からの提案　Key Point 

里親は知らなければなりません。子供たちがそれまでに経験してきた悲しみを、どう扱えば良いか、家に帰れない事実を知る時の、子供の心情を知らなければなりません。
  年令別の各グループごとに、どう子供を扱うべきか、必ず知らなければなりません。肯定的な気持ちを持って、努めて否定的な気持ちを持たないようにしなければなりません。  

  里親は可能性を高める研修と訓練を受けなければなりません。これは、子供に、より意味のある時間を作ってあげるためです。里親が特別に知るべきテーマ(例:　文化的な差をどう理解すべきか？)を知ってください。
  研修・訓練で、定められた枠から抜け出すよう願います。本、ビデオ、オンライン研修等から、より多様な情報を得て、活用するよう支援してください。
  里親を対象とする研修・訓練について、他の機関とも情報を共有できるようにしてください。
  ケースワーカーが多くの経験を持つ場合、直接家庭訪問をしてくださっても結構です。
  すでに多くの経験を持つ里親は、新しく始めようとする家庭を廻るよう願います。 

９）プログラム評価

　評価は自己分析(Self-knowledge)、自己改善(self-improvement)、責任(accountability)という3つの面で重要です。評価の具体的な内容は、つぎのようなものです。
	評価の項目
	評価の内容

	サービス伝達記録
	プログラムの具体的な内容だけではなく、最小限の評価の確認

	個人治療評価
	短期的な治療計画がよく実行されているかどうかを評価

	事後評価
	6ヶ月程度の委託期間が終了した後、子どもの変化を事後観察 

	事後評価
	家庭委託を担当する社会福祉機関と里親に対する評価を毎年実施 

	質的評価(QA)
	毎年TCA　QAを通じて、データを収集、分析 -　ケーススタディ(case study)
観察のために治療場所を直接訪問

	満足度調査
	要保護児童、里親、家族、社会福祉機関を対象として、満足度調査の実施


１０）期待される効果
　○　情緒行動障害を持つ要保護児童に、自己充足感(Self-sufficient)、安全(Safety)及び安定感(Stable)を向上させ、子どもの潜在的な力量を向上させる。
　○　治療家庭委託に対する専門的知識を蓄え、委託児童に対する精神的、身体的な安定に寄与する。
　○　里親には、心理的安定感と治療的家庭委託への肯定的動機を持つようにさせ、委託児童の問題行動改善が成功するよう、支援する。
　○　子どもの診断をより容易にできるよう、治療アプローチの可能性を高める。

Ⅳ．結論と提言

　高齢化社会を迎えた韓国社会は、出産奨励運動と並んで、多文化及びシングルマザー・のための政策支援にも力を注いでいる。韓国フォスターケア協会は、このような時代的な変化とともに、多様な行事を通じて、積極的な活動を繰り広げていく計画を持っている。専門的なケース管理の概念に、治療的家庭委託制度を導入するよう準備している。情緒行動障害がある要保護児童を対象として、家庭的で自然な場で、治療的環境を提供しようとしている。

治療的家庭委託制度が目標とするのは、子どもの自己充足感(Self-sufficient)、安心感(Safety)、安定感(Stable)を向上させ、子どもの能力を高めることである。このような目標達成のために最も重要なことは、要保護児童の多くの関係者（要保護児童、里親、委託機関、行政担当者など)の間の、効果的な関係構築である。

この和文は、仮訳者が日韓翻訳ソフトを使って翻訳したものです。正確性は十分でありませんので、ご理解のうえ、正確にはプロの翻訳家にご相談ください。使用ソフトはコリャ英和！韓国語 2009（カテナ、約9,000円）です。
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１　はじめに

　会場の皆さん、隣国からのお客様、朴英淑（パク・ヨンスク）さま、朴世瑛(パク・セヨン)さま、そして日本財団と、このフォーラム準備に当たられた里親の皆様、感謝いたします。このフォーラムが日本の里親委託、日韓の家庭委託を推進するささやかな刺激となればと思い、少し時間をいただくことになりました。韓国の方の話を聞くことが本日のフォーラムの主たる目的ですから、僕は自らの韓国体験に即して、肩のこらない話をしてみましょう。話の内容の概略は次のような目次になります。

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

２　児童社会的養護の現状是認、養護系入所施設の増設について？

３　東アジア文化圏の隣人との交わりを通して

４　日韓家庭的養護委託（家庭委託・里親委託）施策の比較

５　両国における差異のわが国里親委託施策への意味合い

1 児童相談所と里親支援機関制度化　　　　　　

2 親族里親を主たる資源に　　　　　　

3 市町村が法的責任を負う行政事務に

６　むすび：

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

２　児童社会的養護の現状・養護系入所施設の増設について？

　さて、日本における社会的養護における最近の情況で顕著なことは、児童虐待問題の啓発がすすみ、自治体機関の対応の結果、親子分離した子どもの居所確保が難しく、堂々と養護系入所施設が都市部の各地において新たしく増設されてきているということです。「２１世紀に施設（『孤児』院）かよ！」という批判も余り聞こえず、戦後63年間そうであったように、要保護児童の施設養護委託が拡大されつつあります。僅かな関係者と里親の方々がそうした流れに危機感を感じ、そうした方向が必ずしもこの国の社会的養護にとって好ましいものではないことを訴えようとしています。今回の児童福祉法改正(08/11/25)が実質、施設内児童虐待防止法、より正確には里親委託をも含んでいますので、社会的養護内児童虐待防止法というものでしょうが、それも今後予想出来る近未来に施設養護委託偏重が根源的に変更される見通しはないという前提で、こうした法規制に踏み切らざるをえなかったからでしょうし、別の観点からすれば、ある国の児童関係基本法に社会的養護内児童虐待規制が盛り込まれているというのも、おかしな具合で、国として大規模収容施設の存在を前提とすると

公式に打ち出さざるを得なかったのでありましょう。里親制度改善策とは表裏一体の法規制と考えざるをえません。ところで、

　このような流れに疑問を抱く研究者も多くはなく、現状をあるがまま認めて、その上で必要な対策を立てていこうとするのが大多数でしょう。「家庭的委託中心の欧米と違い、日本は施設中心だから施設における子どもの安全を確保する対策が優先される」という研究者は居ますが、施設養護における安全保障だけでは、社会的養護全体の改革という脈略からは十分ではないでしょう。この論理は多くの研究者がわが国の里親委託不振の理由づけに持ち出しますが、それならば、同じ東アジア文化圏の隣国が家庭（里親）委託中心の社会的養護を進めようとしているという現実を説明できません。僕自身イギリス研究を四半世紀ほどやってきて、確かに日本と違う社会理念・社会構造・民主主義・地方自治・市民の人権感覚・エートスの存在を感じ、学べるところを学べばよいと思い、当事者主体、利用者主体、子ども主体の社会的養護というようなパラダイムを種々の論考で世に問うてきたのですが、過去３年間ほど「最も近くて遠かった隣人の国」における社会的養護委託の制度と実践に触れてみて、社会的養護のあり方を欧米との違いで単純に片付けられない現実を韓国で見せつけられたのでした。

３　東アジア文化圏の隣人との交わりを通して

僕が韓国のKFCAと最初に接触したのは、2005年の韓国家庭委託協会（KFCA）主催日韓家庭委託（里親）セミナー
でした。姜スンウォン会長から招待を受け、日本の里親委託制度について講演しました。2006年夏には、関西・大邱里親・家庭委託親交流会（KFCA大邱家庭委託支援センター主催）に関西の3名の里親とともに参加し、大邱家庭委託センターの職員や里親と交流しました。慶州観光はとても思い出深いものがありました。2006年秋にはKFCA主催アジア里親会議
に参加し、中兼さんや村田和木さんも講演しました。和泉広恵さんや他の若い研究者も参加していました。2007年には大邱の里親との交流を続けようと大邱家庭委託親・関西里親交流会（関西里親ネット主催）を京都で開催し、有意義な時間を共有し、交わりを深めました。そうした交流の写真を何枚かお見せいたします（スライド数枚）。

こうした韓国の家庭委託関係者との交流や会議参加を通じて判明した韓国と我が国の違いは次のようでした。以下にまずそれらについて簡単に説明しましょう。

1 要保護児への国家介入が日本よりはるかに多い（早い？）（約２倍）

2 自治体児童福祉機関ではなく全国１８民間里親委託機関（家庭委託支援センター）が委託実務遂行　

3 家庭委託されている要保護児が日本の約５倍

4 一般家庭委託（養育里親に相当）ではなく親族委託（代理委託と親戚委託）中心

5 市町村が家庭委託実務行政担当（広域市・道＝都道府県ではなく）

6 市民の社会活動関与・貢献→キリスト教・佛教の信徒のエートスの浸透？

４　日韓家庭的養護委託（家庭委託・里親委託）に関わる施策・制度などの違い

1 要保護児への国家介入が日本よりはるかに多い（早い？）（約２倍）

　家庭委託や里親委託、あるいは施設委託を論じる際に、基本となる統計があります。国家が保護を必要とする児童に対してどの程度迅速に介入するか示す指標です。表１はイギリス・イーストアングリア大学のソブン教授が行った社会的養護施策の国際比較研究の成果の一部ですが、主要先進国の児童人口1万人当たり何人が要保護児童として存在しているか比べたものです。日本がいかに少ないか如実にわかりますが、これはもちろん日本に国家介入を必要とする児童人口が少ないかということを示すものではありません。ここに韓国の数字

表１　　18歳未満家庭外養護委託人口とその割合の国際比較

	国・州（統計の年度）
	18歳未満人口の概算
	18歳未満の社会的養護委託人口
	18歳未満1万人に対する割合

	オーストラリア (2005)
	  4,835,714
	   23,695
	49

	オーストラリア/NSW (2005)
	  1,591,379
	     9,230
	  58

	オーストラリア/Qnsland (2004)
	     975,345 
	     5,657
	  58

	カナダ (2001)
	  7,090,000
	   76,000
	109

	カナダ/Alberta (2004)
	     771,316
	     8,536
	111

	カナダ/ Ontario (2005)
	  2,701,825
	   17,324
	  64

	デンマーク(2004)
	  1,198,872
	   12,571
	104

	フランス (2003)
	13,426,557
	 137,085
	102

	ドイツ (2004)
	14,828,835
	 110,206
	  74

	アイルランド(2003)
	  1,015,300
	     5,060
	  50

	イタリア (2003)
	10,090,805
	   38,300
	  38

	日本(2005)
	23,046,000
	   38,203
	  17

	韓国（2005）
	11,689,000
	   34,626
	30(1.8倍)

	ニュージランド (2005)
	  1,005,648
	     4,962
	  49

	ノールウエイ(2004)
	  1,174,489
	     8,037
	  68

	スペイン(2004)
	  7,550,000
	   38,418
	  51

	スゥエーデン (2004)
	  1,910,967
	   12,161
	  63

	連合王国/England (2005)
	11,109,000
	   60,900
	  55

	連合王国/N.Ireland (2005)
	     451,514
	     2,531
	  56

	連合王国/Scotland (2005)
	  1,066,646
	     7,006
	  66

	連合王国/Wales (2005)
	     615,800
	     4,380
	  71

	アメリカ (2005) 
	74,000,000
	 489,003
	  66

	アメリカ/Illinois (2005)
	  3,249,654
	  17,985
	  55

	アメリカ/ NCarolina (2005)
	  2,153,444
	  10,354
	  48

	アメリカ/Washington (2004)
	  1,509,000
	    8,821
	  58

	平均
	
	
	　64


出典：表３（表６－２）に同じ（ただし、韓国の部分と平均は津崎の加筆である）

を当てはめると30となります。これは日本の数字の1.8倍、つまり約2倍ということになります。これを先ずは特筆しておきましょう。ちなみに平均は6４であり、スウェーデン・イギリス（連合王国平均が６２）に相当します。こうして、まず隣国は日本よりは先進国により近い数字で早期介入が行われているといえましょう。（ちなみに、生活保護捕捉率やGDPに対する教育機関への公的支出、家族政策への公的支出も隣国の方が勝り、より先進国に近いものとなっています。）問題を抱える子どもや家族により優しい国家という比較では、残念ながら隣国の方に軍配があがることになりそうです。近年熊本で起こった赤ちゃんポスト問題もこの脈絡で理解すると分かりやすい、単純な問題であることがわかります。

図　１
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2 自治体児童福祉機関ではなく全国１８民間里親委託機関（家庭委託支援センター）が委託実務遂行　

国家がこのように自国民の問題を抱える子ども家族の福祉にどの程度敏感になりうるか

という観点から、児童・家族への社会サービス、その典型である社会的養護の実務を行う場

合に、国際的な動向を踏まえ、サービス受給者の利益をどう守るかという根本的な姿勢が

如実になるのは、第一線で機能する児童ソーシャルワーク機関のあり方です。韓国は1991

年に国連子どもの権利条約を批准しましたが、国連子どもの権利委員会から社会的養護制

度の改善勧告（要保護児童処遇施設中心、家庭的保護不備など）を受け、９５年に「入養（養

子縁組）促進及び手続きに関する特例法」を制定し、国際養子縁組を抑制し、国内養子縁組

を促進するとともに、要保護児童の家庭保護（家庭委託=里親委託）の推進を試みました。

2000年に児童福祉法を改正し、家庭委託保護を明確に位置付けましたが、問題は実務遂行に当たり韓国は日本と同じ問題に直面しました。地方自治体の公務員・地方官僚に児童ソーシャルワーク業務を遂行させていましたが、児童のニーズではなく自らの職務遂行の便宜・都合を優先し、なかなか家庭委託を行わないので、2000年以降2004年までに政府が自治体機関から家庭委託実務業務を切り離し、民間の児童ソーシャルワーク機関に直接委託し、全国に18か所の家庭宅支援センターを設置して、委託家庭の啓発・募集・発掘、認定調査、マッチング、研修、事後支援などを実施させることになったのです。自治体は家庭委託施策に関し、施策策定・計画と法的責任および行政事務遂行に徹することになったのです。このような施策実現の背景には、朝鮮戦争期に少なからぬ混血児が誕生し、主にアメリカに国際養子縁組を行い、多くの要保護児童を海外に送り出す児童福祉機関・団体が存在していたからです。そうした団体の多くは養子縁組だけではなく、児童施設やクリニック、あるいはシェルターを運営していましたので、家庭委託業務への参入もそう困難ではなかったようです。もちろん、少なからぬ民間組織は家庭保護事業を試行していましたが、政府のイニシアチヴが渡りに船となったのでありましょう。このあたりの事情は朴ヨンスク会長さんが詳しく解説してくださったとおりです。家庭委託の流れは上の図１にみられる通りです。

表２　日韓の委託里親家庭数・里親委託児童数の比較　　　　　　　　出典：表３に同じ
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3 家庭委託＝里親委託されている要保護児が日本の約５倍

　次に韓国の家庭委託が現在日本の約５倍あり（表２）、施設委託とほぼ拮抗しているという事実に驚かされました。もちろん、これは一挙に起こったことではなく2000年以降の国家施策の成果と言わざるを得ません。そして、その施策の根幹は全国に家庭委託支援センターを配置するという形で実現された「里親委託ソーシャルワーク機関のノーマライゼーション」であったと思います。僕がイギリス研究の成果として学び、仮説としていたこと（本当の里親委託制度には専門的児童ソーシャルワーク機関が量・質ともに完備せねばならず、里親・里親担当ソーシャルワーカー・里子担当ソーシャルワーカー・実親という四者のチームワークが成立していなければならない）ことが、日本で起こらずに隣国で起こってみごとに実証されていることに深い感動を覚えました。2007年の数字で家庭委託児童16200人、施設委託18426人ですから、荒っぽく言えばほぼ同数といえましょう。表３が示す通りです。

さらに、この韓国の家庭委託比率をソブン教授の国際比較と比較してみると(表４)、デンマーク（48:52）に最も近く、ドイツ(43:57)やイタリア(50:50)以上の委託率であるといえましょう。このように韓国の社会的養護は里親委託比率という観点からすると、先進諸国の施策とほぼ同列に並んでおり、次節で触れるように親族里親委託中心ですが、家庭委託支援センターを民間に委託し、2003年に施設委託の段階的解消にむけての10年計画を立てて
、
表３　日韓の要養護児童の委託先別内訳：
出典：親が育てられない子どもたちに家庭を！里親連絡会（2008）「子ども時代のすべてを施設で育つ子どもをなくすための里親意見書」14頁　http://satooya-renrakukai.foster-family.jp/datafile/20081005yobikake.html
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徐々に実行しつつあることとも無関係ではないでしょう。この点も重要です。家庭保護委託を始めた時、朴会長は児童施設経営者から激しい攻撃にさらされたそうですが、そうした施設経営者の既得権益と要保護児童の利益は多くの場合対立することになります。イギリスのウォリックシャーにおける児童入所施設全廃実践
における教訓を思い出します。児童入所施設閉鎖に既得権益をもたない施設長・職員の存在なくしては、施設委託から家庭委託への移行は起こり得ないのですから
。韓国では過去何年間も児童入所施設を新設していない、と聞きました。この点でも韓国と日本には違いがあるようです。

表４（表６－２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典：表1に同じ
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4 一般家庭委託（養育里親に相当）ではなく親族委託（代理委託と親戚委託）中心

　第四の発見は、家庭委託児童16,200人のうち14,962人がいわゆる親族里親であり、一般養育委託は1,238人ということです。実親の祖父母による代理委託が10,112人、その他の親戚による委託が4,850人です。僕が韓国の家庭委託を紹介すると当初日本の関係者の中には「親族里親でしょう！」と日本とは比較にならないという含みを前面に出される方々が少なくありませんでしたが、この現象は日本の里親委託のいびつさを反証してくれる重大な事実であろうと思います。後段でこれには詳しく言及します。

表５　韓国における類型別家庭委託児童の現況　　　　　　　　　　　出典：表３に同じ
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5 市町村が家庭委託行政執行事務担当（広域市・道＝都道府県ではなく）

　図１をもう一度見てください。隣国の制度において、家庭委託支援センター制度と並び、僕の眼を引きつけるのは、家庭委託制度を管轄する地方自治体のレベルが、市町村であり、都道府県ではないということです。家庭支援センターが主に協働するのは市・郡・区レベルの自治体であり、加えて邑・面・洞も不可欠な関わりをしています。市・郡・区と家庭委託支援センターの間では、委託家庭承認・決定依頼があり、委託家庭承認・決定通報と委託児童決定通報が主な行政事務となっています。市・郡・区と邑・面・洞の間では、委託児童決定通報・委託児童決定依頼・家庭委託業務支援という関係が成立しています。単純化すれば、こうなります。実親が要保護児の家庭委託保護を含む保護申請を邑・面・洞に行うか、あるいは家庭委託支援センターに保護依頼を行うと、市・郡・区が申請を受けて、要保護性を確認できれば家庭委託支援センターにケースを送致し、センターが登録されている認定された委託家庭とのマッチングを行い、受託家庭への委託後支援を含めてケース管理をセンターが行う、というシステムです。センターは委託家庭になろうと申請する家庭の募集・認定のための調査・研修も担当しています。このように、日本の行政で例えれば、都道府県・政令指定都市のレベルではなく、家庭委託支援センターの実務に依拠しつつ自治体は市町村レベルで家庭委託行政を行っているわけです。都道府県レベルである広域市・道は、政府省庁（保健福祉部）の指針示達を受け、事業報告を行うこと、その指針示達を家庭委託センターに行い、事業報告を受けるというほぼ形式的な責任しか負っていません。地方自治という観点からは実に合理的でありかつ現実的です。

５　両国における差異のわが国里親委託施策への意味合い

　以上のように韓国における家庭委託大躍進の局面をいくつか検討してみましたが、こうした隣国の施策転換が日本の里親委託推進にどのように関わってくるのでしょうか。①の国家による公的介入施策の基本的姿勢に関する点は、この発表ではふれません。社会的養護など僅かに周辺的としか位置づけられない根源的な国家施策・社会理念と直結した問題、あるいは民主主義・市民社会理念の議論を無視しては語れない事柄だからです。それで、③は結果としての現象ですから省くとして、②④⑤の次元について以下に論じてみます。

1 児童相談所の限界と里親支援機関制度化

韓国政府が自治体児童福祉機関ではなく全国１８民間里親委託機関（家庭委託支援センター）を委託実務遂行の実働部隊として配置し、そのことが大躍進を生んだことは明明白白でしょう！これは僕が永年抱いてきた仮説を実証するものでした。すなわち、日本の里親委託不振は里親が増えないからではなく、児童相談所という里親委託の法的責任を負い、実務を100％担当するよう要請されている機関が、最も里親委託に躊躇せざるを得ない、あるいは里親委託に消極的にならざるを得ない理由が存在しているからである、という仮説です。こうした仮説は、日本の児童相談所が第二次世界大戦後にGHQの指導のもとに制度化されたわけですが、GHQは本国における種々の児童相談機関が果たしている役割を児童相談所という一類型の社会機関に課してしまい、加えて、都道府県レベルでの設置による数の少なさ、任用専門職員の量と質など、種々の問題を残したまま今日まで試行錯誤で「児童相談」を行ってきているわけです。このことは、児童相談所と米国のChild Guidance Clinicの比較研究を行った小野氏の研究で明らかです。児童相談所が行う業務を米国では８つの別個の社会機関が遂行しているのです。こうした観点からすると、日本の児童相談所が里親委託推進を忌避する、少なくとも積極的に推進できない、あるいはやる気を起こしても組織として実施できない理由が必然的に明らかになってきます。

表６　児童相談所の業務に対応するアメリカの機関

	児童相談所の業務
	対応するアメリカの機関

	虐待相談

養護相談
	児童保護局 Child Protection Service

児童権利擁護センター　Children’s Advocacy Center

	非行相談
	少年審判所 Juvenile Court

	保健相談
	小児病院 Children’s Hospital

地域保健センター Community Health Center

	障害相談
	精神遅滞／発達障害委員会 Board of MR/DD

教育委員会 Board of Education

	育成相談（性格行動相談）
	Child Guidance Clinic


出典：小野善郎(2003)「アメリカのChild Guidance Clinicと日本の児童相談所」『厚生科学研究報告書2003年度』16頁。
このように、里親委託を推進すべく存在している児童相談所が最も委託促進のブレーキになっているのですが、こうした児童相談所に潜在する根源的問題を里親委託の困難さという観点から実証したのが、児童相談所ワーカーとして熟練し、近年教員研究者に転身された日本社会事業大学の宮島清氏の論稿です。彼は委託不振の児童相談所サイドの理由を明確にし、最近の里親委託推進ブームも本来の里親委託の意味や価値の理解によるものであるかどうか、以下のように指摘している―里親委託とは、３つの支援を同時に行い、これを統合することで、児童相談所にとって子どもを里親に委託することは、子どもを施設に「送る」より逢かに手間がかかる。それは、里親委託が、単に子どもの養育を里親に任せるといったものではなく、「委託する子どもへの支援」、「子どもの実親に対する支援」、「子どもを委託する里親への支援」を同時に行い、さらに、これらを統合することにほかならないからである。・・・措置を行う児童相談所が、里親委託であれば、施設整備費がかからず、措置委託費も少額で済むと解ってはいても、そして、それが子どもにとって好ましいことだは解ってはいても、これになかなか踏み切らないことに合点が行く。児童相談所にとって、施設へ子どもを入所させることは、全てを外注するに近く、子どもを里親へ委託することは、全てを自前でやることに近い。強い緊張感を抱きながら膨大な仕事量をこなさなければならない児童相談所が、里親委託ではなく、施設入所を選ぶのは、このようなシステムの有り様の結果であることを知らなければならない。厚生労働省が公表する統計によれば、近年里親委託が少しずつ増えてきたという。しかし、筆者が直接耳にするのは、「施設が空いていなかったためにやむなく選択した」という話ばかりであり、里親委託率が高い都道府県政令指定都市と、施設定員数が少なく施設入所帯が高い都道府県政令指定都市との間に明白な相関関係を見いだすこともできることからすれば、近年の里親委託の増加の理由は、決して積極的なものではなかったと言わなければならない。今回の制度改革が進められる背景には同様な認識があったものと思われる。
宮島氏は以上の諸点を児童相談所の日常業務のあり方として表７にみごとにまとめています。

表７（児童相談所による）「児童福祉サービス」という視点で見た里親制度と児童福祉施設との比較　

出典：宮島、注参照
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今回の法改正において、児童施設内虐待防止関係条項やファミリーホーム制度化（小規模住居型児童養育事業：法6-2-8）とならんで、里親支援機関事業が法制化され（法11条）、児童相談所の外部の法人機関に里親認定やそのための調査権限を除き
、ほぼ全部委託できるようになったことは画期的なことです。大阪府では既に里親支援機関の事業費予算が組まれ、指定が行われ、10月より事業がスタートしています。厚労省の想定では数年かかっても全児童相談所に支援機関を張り付けたいようですので、何年かのちには児童相談所の数だけ支援機関が誕生し、少なくとも現在のような児童相談所の都合で里親委託にブレーキがかかるという事態は次第に軽減されていくのではないでしょうか？　もちろん、そのためには多くの課題が目前に横たわっていますが、ここでは時間の関係上ふれません。（里親委託実務を行える民間支援機関の存在、法人指定問題、児童相談所との機能分担問題、里親や施設との関係、などなど）

表８　日韓における親族家庭（里親）委託の占める割合　　（報告者作表）

	2007
	A要保護児童総数
	B家庭（里親）委託数
	C親族里親委託
	B/A  C/A  C/B  

	韓　国
	３４６２６
	１６２００
	１４９６２
	47%  43%   92%

	日　本
	３６３２６
	　　　３４２４
	　　３６９

	 9%   1%   11%


2 親族里親を家庭的養護委託の重要な資源へ

　続いて、注目すべきは、韓国において一般家庭委託（養育里親に相当）ではなく親族家庭委託（代理委託と親戚委託）が社会的養護委託のほぼ半数（43%）を占め、家庭委託の92%が親族家庭委託であるということです（表８）。このことは、日本において親族里親委託が非常に少ないことと対極をなしています。韓国の家庭委託における親族家庭委託が9割以上であることは、世界的に見ても突出していることでありますので（表4参照）、日本における里親委託のあり方に参考にならないと、主張する関係者がいるかもしれません。日本における現状を分析する前に、世界の状況を一瞥すると、表４にみられるように、オーストラリア(40%)やニュージーランド(35%)のような国々は別としても、イタリア(26%)、米国(23%)あるいはイギリスのように約2割という数字が、親族里親資源の重要さを物語っています。

林浩康・兼井京子両氏による日本の親族里親制度調査
にもふれられているように、一部の欧米・オセアニア先進諸国では、社会的養護援助家庭における親族参画を目的としたファミリーグループカンファレンスが導入され、親族ケア（インフォーマルな親族間支援）や親族里親委託が社会的養護選択肢に重要な位置づけを得てきています。オーストラリアやニュージーランド、あるいはイギリス、アメリカに親族里親が相当数出てきているのは、そうした背景があります。もちろん、親族里親にも種々の問題が伴うことは事実ですが、実家庭で暮らせぬ児童が分離不安や転校のリスクを減じる養護選択肢から利益を得ることは少なくありませんし、親族ネットワーク機能の活性化という視点からもエコロジカルな支援策として、重要な社会的養護資源であるのです。

　なぜこうした親族里親委託が日本で少ないのでしょうか。その原因は林・兼井の調査によれば
「国や自治体が親族里親運用を厳格化している」傾向にあるからであり、その理由を「本制度を悪用する家族の存在や、民法との関係上、積極的に親族里親を活用できないことなどが影響している」からと推測しています。もちろん、このような推測が妥当する背景のゆえに「児童相談所が適当なケースがない」（調査対象児童相談所の7割）という言い訳ということになるのでしょうが、こうした表向きの理由よりも案外児童相談所の人的資源上の制約を前提にして積極的に運用されては不都合な事態が予想されるがゆえに、通常の養育里親委託とそれほど各段階の手間と手順が変わらない親族里親委託に食指が動かぬということがあるのではないでしょうか。

　実際、全国里親会「親族里親の現状と課題」調査
によると、里親委託率全国６位の山梨県（20.5%）と14位の三重県(13.2%)では、親族里親委託児童数は里親委託数の44%に上っているし、日本で最高の里親委託率にある新潟県(28.9%)では、88名の里子のうち28名(32%)が親族里親への委託です。新潟県も山梨県も施設が少なく里親委託率が高い自治体であり、施設資源と里親委託振興が密接に関わっています。新潟・山梨県の中央児童相談所長によれば、施設が少ないことから里親委託を開拓せねばならず、養育里親が少ないことから親族里親を開拓しなければならないのであり、職員は親族里親の利点を十分に理解し、積極的に開拓している結果が出てきている、という。施設が少ないが故の幸いといえましょうか。

林・兼井の調査で明らかになったように、親族里親制度の運用が養育里親制度の運用よりも厳格であるという事実は、僕もあちこちで聞き及んでいる事実でありますが、ちょうど養育里親委託：親族里親委託が９：１であるのは、施設委託：里親委託が９：１であるのと同様に、何か行政や児童相談所関係者による構築性が感じられます。韓国のように、９割以上となることは別にしても、社会的養護を要する子どもたちの僅か１％（ソブン調査では0.6%）しか、親族ネットを通じての国家支援としてはあまりにもお粗末ではないでしょうか。

日本が東アジア文化圏にあることを思えばなおさら、こうした親族ネットを社会的養護委託選択肢として利用しないのは、どこかにこの制度運用に既得権益を害されると集団が存在しているのではないでしょうか。里親制度がそうであるように親族里親の運用も、種々の理由で「できない」のではなくて、何らかの理由で「するつもりながない」あるいは「してくれたら困る」からでありましょう。

「施設にいったん措置された児童でなければ、親族里親委託ができない」
というような、児童の最善の利益とはかけ離れた施策を平然と実施している自治体が、制度発足以降わずか年1件の親族里親委託しか行ってこなかったことは、自治体裁量とはいえ、子どもの最善の利益や子どもの権利条約第20条について、子どもの目線で真剣に考えているとは言えない。厚労省は、こうした親族里親への委託を積極的に行えるインフラ整備（実施要綱の見直しや人的資源増強・里親支援機関の早期全児相委託）に本気で取り組んでほしいものです。

3 市町村が法的責任を負う行政事務に

さて最後に言及しておきたいことは、里親委託を推進する要となる行政機関の問題であります。これについて、韓国における家庭委託躍進の行政機構的側面で特筆される点は、市町村が家庭委託実務行政担当（広域市・道＝都道府県ではなく）機関に位置付けられていることです。もう一度、図１を見ていただきたいのですが、都道府県は指針示達を国から受け、家庭委託支援センターと市・郡・区に出し、事業報告を求め、国に報告するだけです。隣国の家庭委託実務行政機関は市・郡・区レベルの自治体となっています。この市・郡・区は日本の市町村とは若干違いますが、概ね日本の市レベルの自治体にあたり、町村レベルの自治体が邑・面・洞に当たるでしょう。大事なことは、市町村が里親委託担当行政機関となっていることです。これはとても大事なことで、まともな地方の自治や民主主義を実践する国家はパーソナル・ソーシャルサービスに相当する事業をすべてできるだけ身近な自治体レベルで実施しています。児童福祉法が改正され、児童相談を第一義的には市町村の窓口で行う制度が発足し、子育て支援サービスも遠の昔に市町村事務に移管され、要保護児童対策地域協議会も市町村に設置されており、大人向けの福祉サービスはほぼすべて市町村に移管されているにも拘らず、社会的養護のみが都道府県政令都市の児童相談所という不可思議な社会機関の占有事務として連綿と続いているのは、問題をより複雑かつ困難にしてしまっているとしかいえないでしょう。実際に里親委託と市町村の関わりは、「一番近くて遠い存在」
でありますが、住民の子弟の福祉を具体的に保障する役割を果たすのは身近な自治体・議会を抜きにしてはあり得ないはずです。隣国でどうかは詳しく知りませんが、社会的養護を所管する自治体の議員が選挙民の子弟の養護委託について知っており、必要があれば委託先を訪問するという慣行は、地方自治の基本ではないでしょうか。イギリスではそれが当たり前の如く行われています。

　昨年の「社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会報告」における「家庭的養護の拡充策」に里親制度拡充が真っ先に取り上げられてはいるものの、市町村の役割については等閑視されています
。審議会座長であった柏女霊峰氏は、里親制度・委託に関する専門誌『里親と子ども』誌で里親委託を子ども家庭福祉サービスの全面的な市町村への移管という脈絡で論じていますが、国の審議会での議論では児童相談所（都道府県）による里親委託所掌への疑問はほとんど出なかったと述べています

 　柏女氏は、「社会的養護サービスについても、できるかぎり市町村を中心に再構成していくべき」と考えており、その理由を①子どもにとってそれが最も自然だから、②現在の仕組みは構造的問題を抱えており、現在のままでは市町村を中心とする体制強化が図れないから、と述べています。第一の点では、地域に多くの「社会的親」
を保障するという観点で説明し、構造問題では（１）制度間の不統一①財源の不統一②サービス決定の不統一（２）制度間不統一がもたらす問題（３）制度間のトレードオフの解決、という観点から論じており、市町村を中心とする子ども家庭福祉サービス供給体制の整備にむけて、訴えています。

　このような子ども家庭福祉サービス全体の市町村移管への方向性は近未来志向としては的を射ているでしょうが、もう少し狭い視野からの里親委託と市町村の関わりについては、

同じ専門誌『里親と子ども』で宮島氏が指摘している問題の所在の方が、僕の発表においては関連度が高いので、紹介しましょう
。宮島氏は以下の諸点を指摘しています。

1 当初専門誌の特集を「里親と児童相談所」としていたが編集委員間の議論を経て「児童相談所・市町村と里親」に落ち着いた。その理由は「里親は子どもを市町村という基礎自治体との深い関係の中で養育しており、市町村とそこに住む住民の理解と協力がなければ、里親養育を拡充させえることは不可能であると認識したから」という。

2 我が国の社会的養護、特に里親養育が「地域のニーズを地域で充たす」という視点を失った運用となっている。

3 実親のいる子・実親と交流のある子どもから里親養育を受ける権利が奪われている。

4 児童相談所の厳しい現実からすれば、里親委託に関わる全ての専門的実務を児童相談所が一手に担うことは現実的ではない。里親支援機関事業の法制化はよいが、外部委託が里親と児童相談所の関係に災いとなる可能性も残る。

5 法改正による市町村の児童家庭相談窓口を担う人材配置は、平成合併によりむしろ後退しており、専門職資格保持率も極めて低い。

6 里親養育をめぐり市町村（里親支援など）と児童相談所（実親との交流調整やトラブルへの対処）を中心とした関係者の（分業に基づく）協働ネットワークが不可欠である。

以上、多少議論の範囲は異なっていますが、この分野の論客二人の意見を紹介しました。とにかく、いずれも市町村を積極的に関わらせることが、わが国の里親養育促進に不可欠な前提となるという意見では一致しています。僕がひとつ宮島氏の尻馬にのって言わせてもらいますと、②の地域と里親委託の関わりをもう少し地方政治の視点から見直すというか、地方自治の問題としてとらえなおさなければならないのではないか、ということが我が国の社会的養護施策・実務には半世紀以上も欠けていたことです。これについては、韓国の事情をお教えいただきたいのですが、地方議員が選挙民子弟の被社会的養護人口について、「社会的共同親」(Corporate Parent)として責任を負う
、イギリスの制度に今後の展望の一端を見出したく思いますが、ここではこれ以上言及しません。

　さて、以上述べてきた里親委託に関する法的責任を隣国のように市町村所に移管したらどうかという僕の意見はおそらくナイーブ過ぎるとほとんどの皆さんが感じているでしょう。

この次元での発想転換それ自体はそう難しくはないが、実施に移すとなると、里親支援機関の充実・浸透や親族里親委託躍進に比べると、様々な困難が伴うからでしょう。さらに、児童相談所の限界が認識され、その里親委託機能の外部委託が法的に可能になったという改革自体が、今後の近い将来においては現行の児童相談所が里親委託事務の法定責任を負いつづけるという展望が前提になっており、市町村への業務移管という発想は皆無のようです。とはいうものの、昨今の児童虐待死亡事件の連綿とした繰り返しを思うと、児童相談所機能を家庭内虐待対応・虐待防止機能に限定し、児童相談所を「児童虐待相談所」へと焦点化することと併せて、この市町村への社会的養護機能移管を徐々に構想してゆかねばならないのではないでしょうか。

６　むすび

　以上、隣国の家庭委託制度改革の要点を学び、そうした変化が委託躍進にどのように影響を与えたか垣間見て、日本における里親委託推進へのヒントを探ってみました。里親支援機関、親族里親、市町村移管という明確な契機が登場してきましたが、結局のところ、日本が最も社会的に弱い立場にある社会的養護児童のニーズ充足をどのような政治課題とするかという問題に収斂されるでありましょう。この半世紀以上にわたる無策あるいは社会的養護に関わる大人への意図的既得権益擁護を脱し得ない周辺的・残余的社会サービスにとどまるのか、地域のカリスマ的子育て名人としての里親に依存する里親制度であり続けるのか、

はたまた隣国のように市町村が里親委託に行政責任を負い、全国的に配置された民間里親支援機関と連携し、親族里親委託をもっと運用しやすくして、地域の子どもの人権を守る地方自治業務の一環として、里親委託施策を推進していく、というまぼろしを見ることができるのでしょうか。このまぼろし＝ヴィジョンがリアリティとなるよう期待しつつ話を結びますが、最後に昨年京都に来て関西の里親と交わって下さり、僕たちに少なからぬインスピレーションを与えて下さった大邱の委託家庭の父である消防士さんの言葉を紹介します。

我が家が一般委託家庭（養育里親）になったのは、高校生の娘がボランティア活動で「孤児院」を訪問し、社会貢献をしたいと言い出したことが契機でした。・・・受託を始めて、数年後に私は癌にかかり、苦悩に満ちた療養生活に人生の希望を失いそうになっていましたが、委託児（新しい息子）への養育責任と彼の存在自体が私の療養生活の支えとなり、苦境に打ち勝つ力を与えられ、その結果今日のように回復し、希望を持って生きることができています。

里親となることが究極の社会貢献であり、実はそれによって里親自身が支えられるという事実についての貴重な証言でありましょう。このことはまた、日本で里親となった皆さんが実感として共感できる人生の実験ではないでしょうか。ご静聴感謝いたします。

（論点：⑦市民の社会活動関与・貢献→キリスト教
・佛教の信徒のエートスの浸透？）＝時間により調整。

短くても深い日韓里親交流
짧지만 깊은 일한의 가정 위탁 교류
Short and Deep Exchange of Foster Care between Japan and Korea by Nakagane Shoji
                                                  日韓フォスターケアフォーラム実行委員会事務局長
北海道・えべつ男女共同参画社会をめざす会副代表
中兼正次（北海道、なかがねしょうじ）

　　일한 가정 위탁·포럼 실행 위원회　사무국장
　   　에페쓰남녀 공동 참가 사회를 목표로 하는 회  부대표
 나가가네쇼우지(홋카이도)
日韓フォスターケアフォーラム2008東京

2008年12月6日（土10:30-16:30日本財団会議室
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2008년 12월 6일 (토)10:30-16:30일본 재단 회의실
１　日韓の温度差
　皆さん、本日はお忙しいところを起こしいただきまして、どうも有り難うございます。私の話はあちこち飛びますが、多めにみてください。
　当初、韓国フォスターケア協会からは、朴英淑（パク・ヨンスク）会長お一人をお招きする予定でしたが、急遽、国際部長の朴世瑛(パク・セヨン)さんにも駆けつけていただき、大変喜んでおります。
　私は3年前、韓国フォスターケア協会のセミナーへのお招きで、初めて韓国を訪れました。ソウルで驚いたことの一つは、２０世紀前半の日本の占領の傷跡ではありません。遺跡をまわっていて、「この建物の大半は、400年前の豊臣秀吉の朝鮮出兵のときに焼かれてしまい、これしか残っておりません。」というような説明が、数多く見られたことです。
　豊臣秀吉は、日本では、貧しい百姓の子に生まれ、数十カ国に分かれて戦っていた日本を苦労して統一した、立身出世の英雄です。それが韓国からみると、祖国を踏みにじった極悪人であり、マイナスイメージとしての日本の象徴なのでしょう。
　外国人との付き合い方について書かれた日本の本には、よく、「政治と宗教の話題を出すと、誤解を招くことがあるので、避けるように。」と書かれています。しかし私は、「予備知識を得ること」、「謙虚に学ぶ姿勢」と「批判しないこと」を前提条件として、政治や宗教について話し合うことは、必要なことだと思います。
　文字に残る日本の歴史は、女王卑弥呼以来約2,000年です。韓国はもう少し長いでしょう。その2,000年のほとんどの間、色々な面で、日本にとって中国は親であり、韓国は兄か姉というような存在であったと考えています。機械翻訳をしてみると、英語からよりも韓国語からの方が、自然な日本語になります。
２　私の日韓史
　韓国についての私の一番古い記憶は、北海道の農家である私の父が、大きな風呂敷を担いだ行商の男性から、服を買ったというものです。父は、「あまり欲しくはないが、朝鮮人には付き合わないと」、と言いました。1960年代後半のことです。当時は、富山の薬売りや金魚売りも行商に来ました。
　それから、1973年、朴大統領の政治的ライバルの金大中氏が、東京のホテルで拉致され、韓国に連れもどされた事件。韓国は何となく怖い国だと感じました。
　私の妻は韓国が好きで、何度か訪れたことがありましたが、こう言いました。「韓国のお嬢さんの話し方は、とても上品で優しくて、柔らかいんだよ。」　私の韓国に対するイメージが混乱しました。
　20年前、韓国系のパクさんという、アメリカのハーバード大学卒業の才媛と仕事をしたことがあります。彼女は友人から、「韓国と日本は仲が悪いことで有名なのに、どうして日本になんか行くの？」と聞かれ、こう答えたそうです。「韓国のおばあさんから、日本人は悪いこともしたけれど、本当は良い人たちだと、聞いているからだよ。」
　私は学生時代、フィリピンに留学しました。あちらの親しい友達から、ある時聞かれました。「どうして日本はフィリピンを占領したの？」　私は高校で習った知識を総動員して答えました、欧米が東アジアを分割して占領していく間に、日本も出て行かざるを得なくなったこと。日本は欧米によるＡＢＣＤ包囲陣という経済封鎖で、資源を輸入できなくなり、やむを得ず東南アジアを占領してしまったこと。しかし、目の前の友達に納得してもらうことはできませんでした。占領された国からみれば、欧米と日本という列強同士の縄張り争いでしかなく、そんなものはどこかよそでやってくれ、ということです。
　日本のことについて色々聞かれても、ほとんど答えられなかった私は、帰国後、日本や宗教について書かれた本をたくさん読みました。そして分かりました。いかに日本が身勝手で無謀であったかを。「日本だけが悪いわけではない。」 それは欧米には言えても、占領した先のフィリピンや中国、韓国に、言えることではないのです。
　本屋さんに行ってみると、韓国についての本がたくさん並んでいます。日本はもともと先進国の韓国から学ぶことが多かったこと。35年間日本が厳しく占領したこと。第二次世界大戦の頃、多くの人を連れてきて道路やトンネルの建設、炭鉱など、危険で汚い仕事にこきつかい、多くの方が亡くなったこと。
　私は母に、「昔朝鮮人が近くにいなかったかい？」と聞いてみました。「近くの農家に朝鮮人の男がいたよ。どこかから逃げてきて、警察に見つかったらつかまるから、隠れて働いていた。その農家は自分の娘を嫁にやると言ったので、一生懸命だった。でも、戦争が終わって朝鮮に帰るときには、結婚の話はなかったことにされて、すごく怒ったよ。いつも、「朝鮮、朝鮮とパカにするな、と言っていたよ。」」
　50年くらい前、「日本プロレスの父」と呼ばれる「力道山」（りきどうざん）というプロレスラーがいました。彼は体が大きなアメリカ人を空手チョップでなぎ倒し、第二次世界大戦で自信を失っていた日本人に、自信を回復させた「日本の英雄」でした。でも彼は、1963年に亡くなるまで、朝鮮半島北部の出身者であることを、息子にも隠していました。
　日本と韓国や北朝鮮との間で、政治的な関係が悪化すると、在日韓国・朝鮮人の女子高生が、地下鉄でチマチョゴリをナイフで切られるといった事件が起こります。残念ながら今年もそんな事件が新聞に載っていました。そういう日本人こそ、韓国に行って友達を作れば、そんなことはやめるでしょう。
　いろいろ見聞きするうちに、私の中の韓国のイメージがだんだん良くなってきました。
　最近ようやく、日韓の距離が近くなってきました。2002年ワールドカップ・サッカーでは、日本と韓国が激しい誘致合戦を繰り広げました。「それなら一緒に開いて、仲良くしなさい。」ということで、半分ずつの同時開催になりました。その結果、日本も韓国も決勝リーグに残り、お互いを応援し合い、仲が良くなりました。
　次に関係を近くしたのは、韓流ドラマのブームです。ストーリーがダイナミックにぶっ飛んでいます。2003年からの「冬のソナタ」では、ヒロインのユジンが、ミニョンとサンヒョクの２人の男の間を行ったり来たりしているのに、男たちはライバル意識を持つでもなく、３人が３人とも、お互いをいたわり会っていて、誰も傷ついていないのです。こんな「よろめきし放題」なチェ・ジウは、多くの日本人女性にとっても、うらやましかったのではないでしょうか。
　「オールイン」、「チャングムの誓い」、「ファン・ジニ」などは、息もつかせぬ面白さでした。時代劇で１００人もの俳優が馬にまたがって戦うシーンは、今の日本では無理な撮影です。足に怪我をした女性を男性が背負って走るシーンは韓流ドラマの定番ですが、これも今の日本人俳優には難しいでしょう。
　ということで、そろそろ本題の里親の話題に入ります。
３　日韓交流この３年 
　私と妻は、里親登録を受けて間もなく２０年になります。実子の娘が一人いて、今日も実行委員の一人として、頑張ってくれています。里子はほとんどが短期で、合計１３人です。
　2001年、札幌で全国里親大会があり、全米里親会長のコラ・ホワイトさんとお知り合いになりました。翌年の夏休み、我が家の2人プラス１人の中二の女の子3人だけで、ホワイトさんとその近くの里親家庭に、１カ月間ホームステイに出しました。
　2005年8月、そのウイスコンシン州で、IFCOの世界里親大会があるというので、夫婦で参加しました。参加者は日本人６名を含む約350名で、私も「日本の里親ワークショップ（分科会）」を開きました。今日お招きしたパク・ヨンスクさんと、当時の会長のカン・スンウォンさんとは、そこで初めてお会いしました。
　世界大会は、全て英語で進められるので、内容が一部しか理解できないのと、ワークショップ（分科会）が約80もあって、全体的につかみどころがなく、分かりにくいと思いました。東アジアからの参加は、日本の6名と韓国の2名、モンゴルの2名だけでした。私の分科会とカン会長の発表を合わせて、日韓の共通性が分かりました。韓国の皆さんは、会場に並べられていた英文の里親の参考書を、３０冊くらい買い集めて、持ち帰っていました。
　アメリカから帰国して１カ月後、カン会長からメールをいただきました。「今年、IFCOアジア地区大会を韓国で開こうと予定していたけれど、準備不足なので、とりあえず日韓だけで開きたい。日本から何人か連れてきてほしい。」、という招待状でした。全国里親会の佐野理事、研究者として「養子と里親を考える会」の菊地緑先生から紹介していただいた津崎先生などと、3年前の11月、ソウルに5人で出かけました。日韓里親セミナーの参加者は約80名で、同時通訳がついていて、力の入り方に驚きました。私が、日本には里親傷害保険制度があるという話をしたせいかどうか分かりませんが、その２カ月後、韓国でも里親賠傷害保険制度を始めました。
　翌2006年9月、韓国は、アイルランドのヘンダーソンIFCO会長を加えた、12カ国350名を集めて、２日間に渡る盛大なアジア大会を開きました。私は全国里親会と協力してあちこちに案内状を送り、日本人参加者が21名に増えました。韓国人も外国人も、参加費わずか20ドル（約2,300円）で、会場のユースホステルに２泊と、３日分の食事を支給という、大盤振る舞いでした。韓国政府からの補助金と、民間会社からの寄付金を集めて、実現したものでした。
　韓国語と英語の間の同時通訳がありました。私は発表原稿を逐次メールで送ってもらいました。約１カ月かけて、機械翻訳を使って、英語や韓国語から日本語に翻訳し、韓国にメールで返送しました。約２０本の原稿のうち１1本で時間切れになりましたが、最後の日本語原稿を韓国に返したのは、大会３日前でした。それが、当日会場に行ってみると、韓国語、英語のものと並んで日本語のレジメが分厚い冊子になっていて、感激しました。
　ついでに、参加者が交代で日本語原稿の読み上げすることにして、通訳ブースを貸してもらいました。すると２日目、アメリカ在住18年という千葉県の里親さん、真野祐幸（まのひろゆき）先生が、いつの間にか英語と日本語の間で、見事な同時通訳を始めてしまい、驚きました。
　韓国フォスターケア協会の建物は４階建てのビル一棟。協会の熱心な活動に賛同した、製薬会社からの寄付であり、50人くらいの宿泊が可能な研修所も兼ねている、というのも驚きでした。
　そのアジア大会の前の月、2006年8月、津崎先生が関西の里親さん3名を連れて、テグ市を訪問され、日韓里親セミナーを開かれました。そして昨年、今度はテグ市から京都に5人をお招きし、２日間びっしり、交流が行われました。
４　韓国４４年遅れのスタートダッシュ
　今回は、東京を中心とする何人かの方たちと、北海道江別市の「えべつ男女共同参画社会をめざす会」に相談し、東京と北海道の２カ所でフォーラムを開くことになりました。
　今から２カ月前、カン前会長ほか４名の方に北海道に来ていただき、約40名が参加して、フォーラムを開きました。そのとき聞いたのですが、カン前会長は大学３年生のとき、1910年の日韓併合とは何だったのかを理解するため、韓国とは逆の立場の日本の本を読んでみようと一念発起し、日本に出張されるお父様に岩波文庫をたくさん買ってきてもらって、日本語を勉強されたとのことです。お父様は、「日本人を悪く思ってはいけない。」と口癖のように言っておられるそうです。
　ということで、最近日本まで来てくださる韓国人は、日本人のことをよくご存じだからでしょう。日本人に良い印象をお持ちのようです。間接的にしか日本を知らない方は、何となく付き合いにくい国だと感じているのでは、と思います。
　日本の全国里親会のあり方をどうするか、大きな議論となっており、厚生労働省も本気になって改革にとりくんでおられる今、一つでも良いから、韓国からヒントをいただけないものかと期待しています。
　第二次世界大戦後の経済的混乱から日本が脱出するきっかけになったものに、1950年から3年間続いた朝鮮戦争での特需がありました。日本が経済成長した分、韓国は遅れたのです。韓国は軍事政権が続き、政治的に安定してきたのはあの金大中氏が大統領になられた1997年、今から11年前からと言えるかもしれません。
　だとすれば、「韓国の戦後」は、日本の約50年遅れと言えるのではないでしょうか。日本の全国里親会は、日本政府の全面的な支援のもとに、今から54年前の1954年（昭和29年）に立ち上げられました。韓国フォスターケア協会は、政府の支援がない中で自ら立ち上がり、今年満10周年です。日本より44年遅れのスタートではありますが、そのスタートダッシュは見事でした。協会の大変立派なホームページを３年前に発見した私は、「すごい」と思いました。日本の全国里親会のホームページは今年の春に開設されたばかりです。
　パク・ヨンスクさんは、13年前の1995年、韓国に里親制度が全く未整備の中で、家庭を持たない子どもを見るに見かねて、自ら里親となって受けいれるとともに、周りの人たちにも里子として斡旋を始めました。
　その２年後の1997年、金大中大統領誕生の年、タイを震源として、アジア経済危機が始まりました。日本でもその年、北海道拓殖銀行や山一證券が経営破綻しましたが、韓国のダメージは日本よりも相当大きかったようで、捨て子が相次いだそうです。パク・ヨンスクさんは、個人での里親事業の継続は無理と判断。1998年に韓国フォスターケア協会を設立し、里親制度の充実をマスコミに訴え続けました。
　制度の急激な変化を望まない政府と、里親制度が広がれば経営難になるであろう施設からの反発が相当大きかったようですが、それらを全てはね返し、マスコミに露出し、里親制度の重要性を訴え続け、ついには児童福祉法を改正させ、里親制度を公式なものにしてしまいました。
　こうして、日本でも３年前から、韓国で里親制度が発展しているらしいという噂が広がりました。でも、今日ご参加の皆さんの中には、こう思われる方がいらっしゃると思います。「韓国で里子の数が増えていると言っても、ほとんどが親族里親だそうではないか。実親が育てられない子どもを親戚が育てるのはあたりまえであり、親族里親はもともと必要ないのだ。」
　では、親族里親を除いた一般の里親はどうでしょうか。表をご覧ください。日本の人口は昨年1億2,780万人。韓国は4,850万人です。韓国の数字を、人口比に合わせて、2.635倍してみます。すると、一般の里子の人数は、日本の3,055人に対して、韓国は1,238人×2.635倍で3,262人。ほとんど同じになります。では、親族里親の里子ではどうでしょうか。日本の369人に対して、韓国は14,962人×2.635倍で39,425人。韓国は日本の実に107倍になります。つまり韓国は日本よりも44年遅れでスタートして、一般の里子の数で日本に追いつき、親族里親の里子の数では日本をずっと先を行っていると言えないでしょうか。
   表：日韓の里子人数の人口比補正比較
	
	 　　　日本
               J
	   韓国
              K
	 韓国×2.64   K2
（韓国K2／日本J）

	  面積

	     377,835km²

	  98,480km²

	 256,000km²
（68％）

	  人口

	    127,800千人
     （2007年)
（韓国の2.635倍）
	 48,500千人
  (2007年）

	127,800千人
（100％）


	里親委託児童数

	      3,424

	   16,200

	   42,687
（1,247％）

	
	日：親族
	       369
	       －
	    39,425
（10,684％）

	
	韓：代理・親戚
	       －
	    14,962
	

	
	日：養育・短期・専門
	       3,055
	      －
	    3,262
（107％）

	
	韓：一般
	        －
	     1,238
	


　人口：厚生労働省http://www.stat.go.jp/data/sekai/02.htm#02-03
  里親委託児童数～　日本＝H19年度末(2007.3)　韓国＝2007年
５　韓国から「熱い勢い」をもらいたい
　パク会長のレジメを機械翻訳していて、活動の中に、「第1回おばさんマラソン・市民歩け歩け大会」という、面白そうなイベントを見つけました。パク会長は、韓国の映画監督とも親しく、会の活動の中に撮影現場の見学も多いです。そこで私は、「ヨン様とのお散歩ツアー」、「イ・ビョンホンと走ろう、第一回おじさんマラソン」や、「チャングムに持病を直してもらうツアー」、はたまた「ファン・ジニから鶴の舞を習うツアー」の企画を、パク会長にお願いしたいと思います。
  今回の二人のパクさんの原稿を読んでいて、気がついたことがあります。日韓とも、ごく最近まで子どもをアメリカに国際養子に出していたこと、家の血筋を重んじる血統主義が強いこと、活動内容に似た部分が多いことです。隣りにあって、同じような悩みを持ち、それぞれ別々に試行錯誤した結果、いつの間にか同じことをしていたのではないでしょうか。何だか、幼い頃に別々の里親家庭に預けられていた兄弟が、ようやくめぐり合ったかのようです。
　もうひとつ、何度か日本人から聞いた話です。「フィリピンやタイとか、まだ里親会もないような国の話を聞いても、日本にとってメリットがないのではないか。」
　でも、韓国の皆さんに感じるのは、「まだ経済的に貧しく、里親制度どころではない、日韓以外のアジアの仲間、兄弟たちのお世話をしなければ」という、温かい思いやりです。「日本よりもお姉さんの国」といった感じです。ただし、日本よりも里親の年齢が、１０歳くらい若いような気がします。
　一昨年の韓国アジア大会で、私は各国の参加者から、「次は日本で開いてもらえないかなあ？」という熱いまなざしを感じましたが、実現は「日暮れて道遠し」ですので、視線を合わせないようにしていました。
　あまり知られていませんが、アジア大会は一昨年の韓国が初めてではありません。韓国でパクさんが止むにやまれず協会を作られた年、1998年に、フィリピンで一度開かれています。「第一回アジア太平洋地域里親会議」は３日間で、参加国はイギリス（IFCO会長の女性）、アメリカ、カナダ、ノルウェー、オーストラリア、ニュージーランド、フィリピン、ベトナム、インドネシア、日本の10ヶ国でした。日本からは、全国里親会の渥美（あつみ）会長夫妻、庄司順一（しょうじじゅんいち）先生、大谷リツ子（おおたにりつこ）先生ご夫妻と里親さんたちの10名でした。
　もしパクさんが、そのフィリピン・アジア大会のことを伝え聞き、参加されていれば、この10年間の苦労の一部は、避けて通れたかもしれません。そうした場があれば、日韓以外にも、自分の国でも里親制度ができるかも、という勇気を与えられるところが出てくるかもしれません。
　フィリピンと韓国はもうやり通しました。必ずしも物価が高い日本で開くのがベストとは限りません。経済的に立ち遅れたアジアの兄弟の国々に里親制度を紹介し、情報交換の場を設けるため、日本が何らかの関与をしていくべきではないでしょうか。
　実行委員会の皆さんの協力もいただきましたが、私はこの１年間、日本財団の助成金申請手続き、チラシやホームページ作り、韓国との英文メールの往復などで、毎晩多くの時間を費やしてきました。参加料も同時通訳の国際会議としては破格の安さにしました。
これを続けてきたのは、「韓国の人たちの熱い勢いを、日本の皆さんにぜひ紹介しなければ。」という気持ちのためです。
　北海道の私にできることは、この程度ですが、相当大変でした。次はどなたか、別の方にやっていただきたいと思います。恵まれない子どもに家庭を与えることと、全く同じです。問題に気がついた人がやらなければ、誰もやらないでしょう。
　本日は、もしかしたら、日韓の活動が全く同じと分かり、特に目新しいものが見つからないかもしれません。それでも、韓国のお二人から、「熱い勢い」だけはおすそ分けしてもらって、お帰りください。ありがとうございました。
　　<表1>　韓国の類型別家庭委託児童の現況 (韓国保健福祉部統計)
	 年度
	計
	代理委託
	親戚委託
	一般養育委託

	
	 所帯数
	児童数
	所帯数
	 児童数
	 所帯数
	児童数
	所帯数
	　児童数

	2000
	1,307
	1,772
	27
	39
	1,166
	1,584
	114
	149

	2001
	3,246
	4,425
	810
	1,170
	2,195
	2,931
	241
	324

	2002
	3,985
	5,577
	1,249
	1,796
	2,453
	3,387
	283
	394

	2003
	5,313
	7,565
	2,315
	3,458
	2,563
	3,541
	435
	566

	2004
	7,169
	10,198
	3,450
	5,196
	3,057
	4,133
	662
	869

	2005
	9,350
	13,315
	5,295
	7,877
	3,253
	4,296
	802
	1,042

	2006
	10,186
	14,434
	6,244
	9,190
	3,014
	4,065
	928
	1,179

	2007
	11,622
	16,200
	6,975
	10,112
	3,651
	4,850
	996
	1,238


日韓フォスターケアフォーラム2008　http://www.geocities.jp/hokukaido/jkforum/
アジア子供の権利と里子養育会議2006イン・ソウル（第１回アジア里親大会）
http://www.geocities.jp/hokukaido/satooya/seoul2006/
韓国フォスターケア（里親）協会（KFCA）サイト　http://www.ngopower.net/
� 2005. 11. 14.　第6回国際家庭委託研修-"日韓家庭委託セミナー"（ソウル）


� 2006. 9. 15. 　アジア大会2006 "児童の権利と家庭委託"（ソウル）





� 過去に2006年のソウル会議で名刺をもらった韓国政府関係者にこの施策について尋ねたことがありますが、政府がそうした計画を立ててもやはり日本と同じ施設経営問題があるので、そう容易に進むものではないし、実際に既得権益との調整は実に難しいと語ってくれました。相対的に家庭委託を増進することにより、施設需要を減らすことしかないという含みの回答でした！


� 津崎哲雄『この国の子どもたち：要保護児童社会的養護の構築性―大人の既得権益と子どもの福祉―』日本加除出版社、2009年３月刊行予定、第二章参照


� 以下の民間施設経営者の言葉がそれを如実に証言している―「そんなこと聞きたくない！最近は入所する子が減っている。どうやって子どもを確保し経営を安定させられるのかを聞きたいんだ」・・・・・・施設はいったん建設されれば、職員の生活や経営を考えねばならなくなる。世の中から＜養育不能＞がなくなったら、施設の経営は立ち行かなくなる。」野沢和弘（記者）「誰のための施設か」毎日新聞記事、2008年5月29日東京朝刊


�宮島清(2008)里親制度改革への期待：子どもの福祉ニーズからの考察、ＣＡＰニューズ66号、2008年春号、子どもの虐待防止センター、２頁。なお宮島氏には、養子縁組をも含めた家庭養護施策・実務に関する優れた論文がある―宮島清(2006)里親委託・養子縁組の歴史・現状・これから：子どものための家庭養護を構築するために『日本社会事業大学・社会事業研究所年報』42号、1-82頁（いずれも児童養護研究史の残る力作！）


� 里親支援機関事業の概要　１．事業の目的・内容（１）目的保護を要する子どもに対しては、より家庭的な環境で愛着関係の形成を図ることができる里親制度の普及・促進が重要となっているが、諸外国と比較しても日本の里親制度の普及はまだまだ進んでいない状況である。こうした状況を踏まえ、里親委託を推進するため、里親制度を積極的にアピールするとともに、里親を育て、支えていく体制の整備を図るものとする。（2）内容　　里親への委託を積極的に推進するために、①里親制度の広報啓発等により、新規里親の掘起こしを積極的に行う　②里親登録前研修の実施、研修体制の充実を図る’③子どもに最も適合する里親を選定するための調整等を行う④委託里親への定期的な訪問援助・相談・指導等の支援を行う等の業務を乳児院、児童養護施設等の施設やNPO法人等へ委託することを可能にし、総合的に実施する。［①②については都道府県・指定都市・児童相談所設置市単位で実礁③④については児童相談所単位で実施。］※一定期間経過後、既存事業の里親支援事業（里親研修事業・里親養育相談事業・里親養育援助事業、里親養育相互援助事業）及び里親委託推進事業は廃止とする。　2，実施主体　都道府県・指定都市・児童相談所設置市（社会福祉法人、NPO等への委託も可能）3．補助根拠　予算補助　4．補助先・補助率　　1／2（国1／2　都道府県・指定都市・児童相談所設置市　1／2）


� ただし庄司順一氏によれば384人となっている。「親族里親とは」『里親と子ども』明石書店3:102


� 林浩康・兼井京子「親族里親制度の現状と課題」『里親と子ども』明石書店3:112


� 林・兼井、前掲、114


� 木ノ内博道「児童相談所・里親会の親族里親への取り組み―インタビューを中心に」『里親と子ども』明石書店3:115-120


�東京都・「親族里親実施要綱」（2004/4）林浩康・兼井京子、前掲、111


� 関根水絵「市町村にとって里親とは」『里親と子ども』3:86


� 同上 91


� 柏女霊峰「市町村における子ども家庭福祉サービス供給体制の課題と今後の方向」『里親と子ども』3:93-99


� この「社会的親」概念は柏女氏が網野氏の定義「実の親以外の人で恒常的、部分的、間歇的、一時的に子育てに関わる人をいう」を用いて説明している。津崎も「社会的共同親」という英国新労働党政権の児童社会サービス・自治体養護委託施策の施策理念をこれまで紹介してきているが、網野氏のそれと労働党のそれの違いは、社会的共同親には実際の子育てを担う人々のみならず、政治家（中央・地方の議員）を含むすべての専門職・親族・隣人・一般市民を想定しており、特に地方議員が選挙民子弟の共同親として責任を果たす役割が強調されている。社会的共同親については、ホルマン『� HYPERLINK "http://www.amazon.co.jp/%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E7%9A%84%E5%85%B1%E5%90%8C%E8%A6%AA%E3%81%A8%E9%A4%8A%E8%AD%B7%E5%85%90%E7%AB%A5%E2%80%95%E3%82%A4%E3%82%AE%E3%83%AA%E3%82%B9%E3%83%BB%E3%83%9E%E3%83%B3%E3%83%81%E3%82%A7%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%BC%E3%81%AE%E5%85%90%E7%AB%A5%E7%A6%8F%E7%A5%89%E5%AE%9F%E8%B7%B5-%E6%98%8E%E7%9F%B3%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%96%E3%83%A9%E3%83%AA%E3%83%BC-%E3%83%9C%E3%83%96-%E3%83%9B%E3%83%AB%E3%83%9E%E3%83%B3/dp/4750314366/ref=sr_1_2?ie=UTF8&s=books&qid=1226847090&sr=8-2" �社会的共同親と養護児童』 明石書店、�津崎訳、2001、および津崎「イギリス社会的養護の現状・展開と施策理念」『社会福祉研究』103,2008を参照。


� 宮島清「里親と児童相談所と市町村-共に関与することで初めて可能となる里親養育」『里親と子ども』3:6-12, 


� 新労働党政府の社会的養護理念である「コーポレート・ペアレント」を子どもの社会サービス、特に社会的養護に徹底するために、ブレア政権のドブソン保健大臣は、イギリスの全地方議員に啓発書簡を送った―Dobson F.(1998)Personal Letter from Frank Dobson MP to all councilors in England,21 September 1998(The Dobson Letter)なお、この後、今日までイギリスの地方議員は『社会的共同親としての責任を履行するためのツールキット』を渡されて、自選挙区民子弟で社会的養護に委託されている子どものウエルビーイングおよび国家介入成果目標の達成状況のモニタリングを行わなければならないようになっている。Hart D.& Williams A.(2008)Putting Corporate Parenting into Practice : Understanding the Councillor’s Role, National Children’s Bureau


�韓国統計庁が� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/2005%E5%B9%B4" \o "2005年" �2005年�発表したところによると、韓国の宗教人口は総人口の53.1%を占め、非宗教人口は46.9%である。このうち、� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BB%8F%E6%95%99" \o "仏教" �仏教�が22.8％、� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%97%E3%83%AD%E3%83%86%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%B3%E3%83%88" \o "プロテスタント" �プロテスタント�が18.3%、� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AB%E3%83%88%E3%83%AA%E3%83%83%E3%82%AF%E6%95%99%E4%BC%9A" \o "カトリック教会" �カトリック�が10.9%、儒教0.2%となっている。プロテスタントとカトリックを加えたキリスト教全体では29.2%となっていて仏教より信者の数が多い。キリスト教信者数は約1376万人となり、韓国は� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A2%E3%82%B8%E3%82%A2" \o "アジア" �アジア�での信者絶対数では� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E8%8F%AF%E4%BA%BA%E6%B0%91%E5%85%B1%E5%92%8C%E5%9B%BD" \o "中華人民共和国" �中華人民共和国�、� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A3%E3%83%AA%E3%83%94%E3%83%B3" \o "フィリピン" �フィリピン�、� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%83%89" \o "インド" �インド�、� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%83%89%E3%83%8D%E3%82%B7%E3%82%A2" \o "インドネシア" �インドネシア�に次ぎ5位である。国民全体に占めるキリスト教信者の割合ではフィリピンに次ぐ� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A2%E3%82%B8%E3%82%A2" \o "アジア" �アジア�第2のキリスト教国である。（Wilipediaによる。ちなみに、アジアのキリスト教信徒人口は８－９％と見積もられている）
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